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1 序論

1.1 本研究の背景

近年,建設技術の進歩に伴い,大断面富配合大型マスコンクリート構造物が各所で建設

されるようになってきた.例えば,●従来では原子力発電所の原子炉マットやコンクリート

ダム,RC橋脚等が挙げられたが,最近では超深度建築構造物あるいは各種地下構造物な

どでは極めて大断面板橋造物になる場合が多い.

一般に,マスコンクリート構造の主材料であるコンクリートは主としてセメント,水,

砂および砂利から構成されており,練り混ぜ直後から凝結開始時刻までの間はフレッシュ

コンクリートと称されるBingham流体であるとみなされる･凝結開始後,セメントは材

齢の経過と共に水和反応が進行し生成されたCSHゲルが互いにかみ合いながら固体化す

る(図1.1).即ち,コンクt｣-トは材齢の極初期においてはBingham流体で,材齢の経

過と共に固体へと遷移する時間依存性材料であるといえる.この過程におけるコンクリー

トを遷移材齢時コンクリートと呼ぶことにすれば,このような遷移材齢時コンクリートは

応力依存性変形成分だけでも弾性,塑性,クリープの3つの成分を有していることが一般

的に知られている.更に応力に依存しない変形成分についても水和反応による自己収縮,

コンクリート内部間隙水の移動による乾燥収縮および水和反応熱による温度変化による

変形成分があり,遷移材齢時コンクリートの変形は極めて多岐な要因によって構成されて

いることがわかる.

マスコンクリート構造物が十分に機能するためには,以上挙げた要因を念頭において

設計される必要があり,十分な耐久性および安全性を有していなければならない･とりわ

け,重要な要因は水和熱による温度ひずみに関する要因である.

従って,マスコンクリート構造等の初期変形を精度良く予測し,各種の障害を制御する

必要があるが,そのためには,まずもって以上に挙げた変形成分全てを力学的に考慮する

ような応力ひずみ関係を構築しなければならない.しかし,その数学的記述の困難さ,も

しくは計算時間の大幅な消費などにより,実際問題としては,変形要因を簡略化あるいは

無視して初期変形予測がなされてきたのが現状である.例えば,温度応力解析を行う際に

は,弾性および温度変化以外に,乾燥収縮および自己収縮ならびにクリープ成分の影響を

考慮する必要があるが,これらの応力履歴依存性とその解析への適用については,十分な

検討がなされているとは言い難い.

言い換えるならば,今までの温度応力解析における考え方は硬化後のコンクリートの性

質を基に,遷移材齢時コンクリートの初期変形問題に拡張したに過ぎず,いわば時間区分

線形解の重ね合わせで済ましてきた.機能上ひび割れがそれほど重要ではないマスコン
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クリート構造物に対してはこのような方法は有用であったかもしれない.しかしながら,

現在では,機能上きわめて重要なマスコンクリート構造物も増えてきており,更に精度良

くマスコンクリート構造物の初期変形が予測される必要がある.

この種の研究が精力的に行われることになったのは比較的最近のことである.遷移材齢

時コンクリートを弾塑性飽和透水性多孔質材料と捉え,コンクリート中の間隙水に対し

て質量保存則を適用し,力の釣り合い式と達成させた数理モデルを構築する試みは幾人

かの研究者によって行われているが,温度変化並びにクリープ変形は全く考慮されてい

ない[Lewis(1978)]か,もしくはそれらが考慮されているとしてもきわめて不完全である

[石川(1993),石川(1995),石川(1996)]かのどちらかであった.Emborgは,間隙水の影響

は考慮せず,クリーブひずみ成分を考慮に入れた応力ひずみ関係を構築し,温度応力解析

に適用したが,クリープ変形の考慮は線形の鞄囲にとどまっている【Emborg(1989)]･ま

た,大下らはコンクリート中の微細ひび割れの影響を質量保存則および力の釣り合い式に

導入し,材齢3日から7日ぐらいまでのコンクt｣-トの透水特性の実験および解析的評価

を行っているが,クリープ変形についてはほとんど検討がなされていない[大下(1995b)ト

下村らは乾燥収縮および自己収縮を考慮に入れたコンクリートの構成則モデルを構築し

ている[下村(1995)]が,クリープ変形についてはまったく考慮されていない.

いずれにしても,これらの研究成果は特定の現象を精度良く表現し得るものではある

が,マスコンクリート構造物における全ての初期変形問題を統一的に捉えることはなされ

ていなかった.

そのため,上記の変形成分全てを考慮に入れた遷移材齢時コンクt｣-トの応力ひずみ関

係を表現する数理モデルを構築することが今後の緊急の課題と考えられるのである.

上述の変形成分全てを考慮に入れて遷移材齢時コンクt｣-トの応力ひずみ関係を構築す

る際には幾つかの問題点がある.

ひとつはクリープひずみの全体形から増分形への変換方法が不十分であることである.

クリープひずみ成分は応力依存性成分の内,時間依存性を有するひずみ成分であると一般

に定義されるが,更に詳細に,クリープひずみ成分について言及すると,Tanab｡らの研

究成果によれば,このクリープひずみ成分は可逆性的な粘弾性ひずみ成分と非可逆性的

な粘塑性ひずみ成分の2成分に分離されるようである[Tanabe(1998)].これらの2成分の

内,粘塑性ひずみ成分に関しては増分形の定式化がなされており[Perzyna(1966)],数値

解析手法もまた確立されている[Zienkiewicz(1972)].その一方で,粘弾性ひずみ成分は一

般的に粘弾性クリープ係数によって表現され,トータルとしての粘弾性ひずみ成分は応力

履歴に対して重ね合わせることによって表現される.即ち,粘弾性ひずみ成分は全体形で

しか表現されないことを意味しているのである.通常の非線形変形解析においては増分形
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で力の釣り合い式等の支配方程式は記述される必要があり,粘弾性ひずみ成分が実験上の

都合から多くの場合に全体形で表されていることは,増分形の全体方程式に組み込むこと

を困難にしているのである.粘弾性ひずみと弾性ひずみ成分との和の成分を増分形にする

試みは行われている[Ba羞ant(1982)】が,成分ごとに変形を明確に区別した上で定式化を行

うという意味では,粘弾性ひずみ成分のみを増分化することが必要となるのである.

･打設直後のコンクリート

~二~雪ご
痛感熟知盃k

巾･土1･J =t･､ヽ■

Bingham流体のため
自立しない

･硬化後のコンクリート

二.//'-■∴｢
●

固体化する

図1.1‥Bingham流体から固体へと遷移していくコンクT)-ト

また,塑性成分と粘塑性成分を一つの構成則内で矛盾なく整合させることの困難性があ

る.前述のように,遷移材齢時コンクリートの応力ひずみ関係においては応力依存性成分

だけでも,弾性,塑性,粘弾性および粘塑性成分の4つの変形成分が存在する.これらの

4つの変形成分は決して互いに独立ではなく,応力成分を介して関連している.塑性成分

はある種の塑性ポテンシャルを用いることで記述される一方で,粘塑性ひずみ成分は粘塑

性ポテンシャルを用いて定義される[Perzyna(1966)]･塑性ひずみに関しては塑性ポテン

シャルは塑性ひずみの方向を決定するために用いられ,塑性ひずみの大きさは降伏関数上

に応力が留まる条件(コンシステンシーコンディション)によって決定されることは古典

塑性理論[Chen(1982)]により明白である･一方で,粘塑性ひずみ成分の大きさは粘塑性

ポテンシャルの関数から一意的に決定される.この場合,塑性ポテンシャルと粘塑性ポテ

ンシャルが等しいと仮定した場合,矛盾が生じる.そのため,先に述べた4つのひずみ成
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分を同時に考慮する場合,粘塑性ポテンシャルを適切に決定し,塑性ひずみ成分と粘塑性

ひずみ成分を矛盾無く整合させる必要がある.

さらに,仮に遷移材齢時コンクリートを表現する応力ひずみ関係の数理モデルが構築され

たとしても,そのモデルに含まれる材料パラメータが物理的に意義をもち,且つそれらのパ

ラメータは実験等で客観的に決定されなければ,そのモデル自体は全く意味のないものとな

るであろう.モデルの材料パラメータを客観的に評価するための方法論としては,実験によ

り各ひずみ成分を抽出するやり方が一般的である.応力に依存しないひずみ成分,例えば乾

燥収縮および自己収縮成分については実験的に評価されている[田沢(1994),下村(1995)].

応力依存成分についても粘弾性成分が実験から評価されることは過去の研究より自明で

ある[阪田(1992)]･問題は応力依存性成分における塑性ひずみおよび粘塑性ひずみ成分の

個々の実験的評価である.塑性ひずみと粘塑性ひずみ成分の和を塑性ひずみ成分と称する

ことが大多数の研究者の中での一般的通念であったため,特に粘塑性ひずみ成分の実験的

評価は現在まで全く行われていなかった.しかしながら,この塑性ひずみと粘塑性ひずみ

を実験的に個々に評価することは遷移材齢時の応力ひずみ関係を構築する上では極めて重

要なことであり,何らかの実験的テクニックを用いることにより塑性ひずみ成分と粘塑性

ひずみ成分を分離して評価する必要がある.

既設コンクリート

一回目打設 二回目打設

図1.2:層打ち打設されたマスコンクリート構造物
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遷移材齢時コンクリートの応力ひずみ関係を表現する数理モデルを構築することが望ま

れてきている一方で,マスコンクリート構造物の滑りあるいは剥離変形を正確に予測する

ための水平境界面モデルの開発もまた早急に着手されなければならない問題のひとつで

ある.

一般的にマスコンクリート構造物は現場で打設される場合が殆どであり,更にその場

合,一度にコンクリートが打設されるのではなく,時間をずらして何回かに分けて層打ち

打設されることが多い.即ち,図1.2に示すようにマスコンクリート構造物は材料的に決

して単一ではなく,物性の異なる材料の組み合わせによって成り立っているといっても過

言ではない.そのため,初期変形を予測する上での解析対象は打設コンクリートを含ん

だ複数のコンクリートブロック全体に地盤を含んだ領域となる.その時,コンクt｣-トブ

ロック間あるいはコンクリートブロックおよび地盤間に存在する水平境界面をどう取り扱

うかによってマスコンクt｣-ト構造物全体の初期変形は大きく異なることは現在まで良く

知られていることである.例えば水平境界面において剥離が生じる場合とそうでない場

合では近接するコンクリートブロック内の応力状態および変形状態は全く異なる.そのた

め,マスコンクリートの初期変形を精度良く予測するためには以上に述べたコンクリ肘ト

の応力ひずみ関係を精度良いモデルで表すだけでは不十分であり,水平境界面に関しても

適切なモデル化がなされる必要がある.水平境界面に関する数理モデル化に関しては代

表的なものとしては,今枝および高辻らの研究[今枝(1988),高辻(1990)】がある･ところ

が,今枝らの研究では水平境界面の物性パラメータの決定手法が客観的ではなく,一方高

辻らの研究はサンドブラスト処理されたコンクリ←トブロック相互間の水平境界面を有す

る構造物の場合にのみ有効で,例えば付着が殆ど無い水平境界面を有する構造物に対して

は初期変形を精度良く予測することは不可能であった.さらに,両者の研究においては剥

離の進展状況を解析的に捉えることは不可能であった.即ち,水平境界面の変形挙動を統

一的に正確に表現する数理モデルは未だ構築されていないのである.

さらに,今まで殆ど言及されなかった要因として,材齢極初期におけるひずみ局所化の

間遠がある.この欠陥はひび割れのように目に見える欠陥とは違い,欠陥個所に一度バイ

プレータを作用させるとこの欠陥は無くなるといわれている.しかし,そのまま放置すれ

ば,硬化後のひび割れ発生に直接継続されると考えられ,本研究では新たな問題点の指摘

としたい.
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1.2 本研究の目的および本論文の構成

1.2.1 本研究の目的

以上述べてきた問題点に鑑みて,本研究の目的は,遷移材齢時におけるマスコンクリー

ト構造物の変形挙動を従来の手法より更に精度良く予測するための統一的な解析手法の

確立を目的とする.更に詳細に列記すると以下のようになる.

(1)遷移材齢時コンクリートの初期変形問題を統一的に表現する理論モデルの構築およ

びその妥当性の検証

遷移材齢時コンクリートはセメントペースト,骨材から構成され 内部間隙には水が殆

ど飽和した状態で存在している.そこで,まず遷移材齢時コンクリートを飽和多孔質材料

と仮定し,初期変形に影響を及ぼす要因全てを考慮に入れた応力ひずみ関係を構築する.

即ち,応力依存性変形成分では,弾性,塑性,粘弾性および粘塑性成分,応力に依存しな

い成分では,間際水の移動による変形成分即ち乾燥収縮成分,自己収縮成分および水和熱

による温度変化によるひずみ成分があるが,それらの成分全てを考慮に入れた構成則モデ

ルを構築する.その際,一般的には全体形で表される粘弾性ひずみ成分を増分型に変換し

た上で構成則の中に導入する.さらに,塑性ひずみ成分との整合性を満たしながら粘塑性

ひずみ成分を構成別の中に導入する.

続いて,離散化された力の釣り合い式および間隙水の質量保存則を誘導し,それらの2

式を達成させることにより,境界面を考慮しない単一材料としての遷移材齢時コンクリー

トの変形挙動を表現する支配方程式を構築する.

遷移材齢時コンクリートの変形挙動に関する支配方程式が誘導された後は,支配方程

式中の材料パラメータの決定手法を開発する.まず,応力に依存しない変形成分即ち乾燥

収縮および自己収縮に関する材料パラメータの決定手法を既往の研究成果を基に述べる.

続いて繰り返し一軸圧縮試験結果に基づいて応力依存成分の変形成分即ち弾性,塑性,粘

弾性および粘塑性成分の分離を試み,各成分の材料パラメータを同定する手法の開発を試

みる.

ここで述べた材料のパラメータの決定手法の開発が達成されたならば,構築された遷移

材齢時コンクリートの変形挙動を表すモデルは完全に客観的なものとなり,簡単な実験を

行うだけで,従来,複雑で統一的に解明することができなかったとされていた遷移材齢時

コンクリートの変形挙動を正確に且つ統一的に捉えることが可能となるであろう.

そして,遷移材齢時コンクリートの変形挙動に関する実験結果を基に構築されたモデル

の特徴および妥当性について検討する.特に,間隙水の移動および粘弾性および粘塑性変
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形成分が遷移材齢時の時間依存変形にどのように影響を及ぼすのかという点に焦点を当

て解析的検討を行う.さらに,材齢極初期におけるひずみ局所化現象に対する解析的解明

についても本研究でとりあげる.

(2)地盤あるいはコンクリートブロック間における水平境界面特性のモデル化

(1)で述べたことだけでは実際のマスコンクリート構造物の初期変形問題を正確に予測

ことはまだ無理であると思われる.実際にはマスコンクリート構造物はコンクリートブ

ロックの集合体が地盤に接しており,地盤あるいはコンクリートブロック間における水平

境界面が実際存在するからである.一般にそのような水平境界面は不連続要素であるとみ

なされる･本研究では(1)で構築された遷移材齢時コンクリートの応力ひずみ関係をその

まま境界面である不連続要素に導入し,時間依存性を考慮に入れた水平境界面モデルの構

築を行う･(1)で構築された構成則モデルは客観性を有しているため,ここで構築される

水平境界面モデルについても客観性のあるものとなり得ると思われる.

(3)実際のマスコンクリート構造物の初期変形問題への適用性評価

(1)(2)で述べてきたことを全て適用すれば実際のマスコンクリートの初期変形予測が従

来よりも格段に精度良く行えると考えられる.そこで大型マスコンクリート構造物試験体

での温度応力実測結果を基に,(1)(2)で述べてきたことを全て適用し,実験結果に対して

シミュレーションを行い.実際のマスコンクリート構造物への適用性を検討する.このよ

うに,本研究は大きく分けて3つの項目から構成されている.そこで,より詳細に本論文

の内容を,以下に示すことにする.

1.2.2 本論文の構成

本論文では,遷移材齢時におけるマスコンクリート構造物の変形挙動の予測精度を向上

させることを目的として,客観性を有する多孔質材料としてのコンクリート材料の構成則

の構築,および実際現象に適用して,その解析モデルの妥当性の評価を数値解析によって

行っている.

2章では,遷移材齢時コンクリートの変形挙動を統一的に表現する理論モデルの定式化

を行っている.遷移材齢時コンクリートを2相飽和多孔質材料として捉え,応力依存性変

形成分即ち弾性,塑性,粘弾性および粘塑性成分に加え,応力に依存しない成分即ち乾燥

収縮,自己収縮,水和による温度変化による熱変形成分全ての変形要因を考慮した上で理
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論モデルを構築した.最終的に有限要素による離散化手法,および数値解析手法について

も言及している.

3章では,マスコンクリート構造物内での地盤あるいはコンクリートブロック間におけ

る水平境界面特性についてモデル化を行っている.境界面を不連続面と捉え,不連続面を

Joint要素と仮定することによって,水平境界面特性をモデル化している.J｡int要素のす

べり一応力関係は,2章で構築した遷移材齢時コンクリートの応力ひずみ関係を適用する

ことにより,境界面における時間依存性を考慮している.

4章では,2および3章で構築した理論モデルにおける材料パラメータの決定手法につ

いて述べている.まず,乾燥収縮ひずみ成分に影響を及ぼす透水係数を既往の実験結果か

ら推定する手法を述べ,続いて自己収縮に影響を及ぼすセメントの体積減少量を理論的

に評価する手法を述べる.そして,応力依存性成分即ち弾性,塑性,粘弾性および粘塑性

変形成分を繰り返し一軸圧縮試験により各成分に分離し,各々の応力依存性変形成分にお

ける材料パラメータを同定する手法を提案した.そして,その同定手法の妥当性を検証

した.

2,3および4章で構築された遷移材齢時コンクリートの変形挙動を表す理論モデルは本

論文の骨子となっており,以降の遷移材齢時コンクリートの変形挙動,最終的にはマスコ

ンクリート構造物の初期応力間遠を解く際の根幹をなすものである.

5章では,2章および4章で構築された理論モデルを用いて,既往のクリープ試験およ

びレラクセーション試験を基に遷移材齢時コンクリートのクリープ変形に対する解析的考

察を行っている.まず,遷移材齢時コンクリート供試体に対して間隙水の流出量測定試験

を行い,遷移材齢時コンクリート内では間隙水の移動現象が起こり得ることを確認した

後,主として間隙水の移動の見地から遷移材齢時コンクリートの圧縮および引張クリープ

現象の違いについて解析的に検討を行っている.

6章では,材例極初期のコンクリートの変形挙動に焦点を当て,材齢極初期における型

枠の拘束の影響および材齢極初期におけるひずみ局所化現象について解析的検討を行って

いる.

7章では,2,3,4章で構築された遷移材齢時コンクリートの変形挙動を表す理論モデル,

地盤およびコンクリートブロック間の水平境界面特性を表すモデル全てを集約し,大型

マスコンクリート構造物試験体の温度応力実測結果を基に,数値シミュレーションを実施

し,実際のマスコンクリート構造物への適用性について検討を行っている.

8章では本研究で得られた結論の総括を行っている.
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2 遷移材齢時コンクリートの変形挙動に対する理論モデルの

構築

2.1 概説

遷移材齢時コンクリートの変形に及ぼす要因は,コンクリート骨格に作用する応力依存

性成分だけでも弾性,塑性,粘弾性および粘塑性の4つがあり,さらに応力に依存しない

成分即ち乾燥収縮成分,温度変化による膨張成分および水和反応による自己収縮の成分を

含めると,全部で7つあることになる.これらの要因について個々の成分に関する研究は

現在まで非常に多く行われてきている.遷移材齢時コンクリートの変形挙動を理論的に

正確に評価するためには当然これら7つの成分を全て考慮に入れなければならないと思わ

れる.

それにも拘わらず,これら7つの成分を全て同時にかつ客観的な理論により遷移材齢時

コンクt｣-トの応力ひずみ関係に導入し,遷移材齢時の変形解析を行った研究例は殆ど無

かった.大下らは微細ひび割れを含むコンクリートの透水性評価を行う上で,コンクリー

トを不均質飽和透水性材料と捉え,理論モデルの構築を行った[大下(1995b)]が,そのモ

デルは粘弾性および粘塑性変形の影響までは十分に考慮されていなかった.また,著者ら

は遷移材齢時コンクリートをセメントペースト,骨材および間隙水から成る3相飽和多孔

質材料としてモデル化を行ってきたが[石川(1993),石川(1995),石川(1996)],それらの

研究は応力依存性成分全てを考慮に入れることは出来なかった.例えば,弾性と粘塑性成

分のみの考慮あるいは弾性と粘弾性成分のみの考慮といった形でしか考慮することは出来

なかった.従って,前者の場合は荷重レベルが小さい変形問題においてはクリ←プ変形が

生じないし,一方後者の場合は荷重除荷後のクリープ変形の非回復性が表現できないと

言った問題があった.

従って,本章では,まず遷移材齢時コンクリートを3相飽和孔質材料としてモデル化し,

続いて4つの応力ひずみ成分即ち弾性,塑性,粘弾性および粘塑性成分全てを考慮に入れ

た構成則の構築を行った.特に粘弾性ひずみ成分に関してはBazantの増分型粘弾性モデ

ル[Ba羞ant(1982)】を改良した著者[石川(1996)]らによる改良された増分型粘弾性モデルを

導入し,粘弾性ひずみ成分を増分型で表現することを試みた.さらに,応力に依存しない

変形成分についても定式化を行い,最終的に力の釣り合い式および間隙水の質量保存則よ

り遷移材齢時コンクリートに対する支配方程式の誘導を試みた.これにより任意の初期

ひずみ問題下での遷移材齢時コンクリートの変形挙動を客観的に評価できるようになり,

同時に個々の変形要因についても的確に同定することが可能となった.尚,本章では理論

モデルにおける材料パラメータの詳細については言及しないが,4章で理論モデルにおけ
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る材料パラメータの同定手法について述べる.

2.2 3相飽和多孔質材料としての遷移材齢時コンクリートの構成則

ここでは遷移材齢時コンクリートを骨材,セメントペーストおよび水を含んだ間隙から

なる3相材料としてモデル化する.3相多孔質材料としての遷移材齢時コンクリートのモ

デルの概念図を図2.1に示す.

外力等による

[

水和水を含未

砂,砂利 多孔質セメントペースト

等の骨材

禾水和水

図2.1:2相多孔質材料としての遷移材齢時コンクリートのモデル化

尚,ここでは骨材は3次元弾性体と仮定し,セメントペーストは3次元粘弾塑性体と仮

定する.さらに間隙は水で完全に飽和していると一仮定し,さらに間隙における水の流れは

等方的であると仮定する.コンクリート全体のひずみは骨材とセメントペーストそれぞ

れのひずみの体積による重み付き平均で表されると仮定することにより,コンクリートの

構成則を誘導する.骨材の体積を仏,セメントペーストの体積をl有,遷移材齢時コンク

リートの全体のひずみを坤雪とすると,全体のひずみは次式で表される･尚,これ以降

は原則としてひずみは工学ひずみを指すものとする.さらに特別な場合を除いては記号[]

はマい｣クス,記号()は列ベクトルを表すこととする･

d的=筈嘩三)+筈嘩吉),V=仏+帖
ここで
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嘩芸)=嘩完)+嘩訂)+嘩慧mり

嘩吉)=嘩呂)+嘩邑)+叫鍔)+叫ギ)+叫鍔)+嘩誓mり+呵姥) (2-2)

ここで,ひずみ成分の上付き添字r,e,p,Ue,叩,pr,fempおよびんはそれぞれ全体,弾性,

塑性,粘弾性,粘塑性,間隙水圧による固体相の圧縮,温度および水和による収縮を示

し,ひずみ成分の下付き添字AおよびCはそれぞれ骨材およびセメントペーストを示し

ている.

有効応力増分d(J′)は2.1に示すように固相が直列であることから,次式で表される.

ここで有効応力とはコンクリート骨格に作用する応力を意味しているものとする.

d(J′)=(1一用現潮巌)=(1一班β昌】嘩乙) (2-3)

ここで[β五】および[β旨]はそれぞれ骨材およびセメントペーストの弾性域での応力ひずみ

構成マトt｣クスを示しており次式で表現される.

2

2

1

2

β

β

11β

mm〃5

ニ｢■JeA
p

β11=β22=β㍊=

β12=β13=β23=

β44=β55=β66=

2

つ`

1

2

β

β

[β昌]=

0
0
0
0
仇

0
0
0
坑

3

3

3

1

2

3

β

〔〕

乃

(1-レA)且A

(1+〃A)(1-2レA)

J′.1だ.l

(1+り)(1-2〃A)

F.t

2(1+叛)

mmV)5

0

0

0

0

0

0
0
0
0
筏

0
0
0
玖

3

3

3

1

2

3

β

β

β

β66

-

-

.
-

11

(2-4)

ヽノ5侵＼



β11=β22=β33=

β12=β13=β23=

β44=β55=β66=

(1-レC(f))βc(f)

(1+レC(り)(1-2レC(f))

レC(り且c(り
(1+レc(り)(1-2レc(り)

g√-･(り

2(1+〝c(f))

ここで且｡および且｡(りはそれぞれ骨材およびセメントペーストの弾性係数であり,セメ

ントペーストの弾性係数は材齢まに応じて変化する.また,レ｡およびレC(りはそれぞれ骨

材およびセメントペーストの弾性ポアソン比であり,セメントペーストの弾性ポアソン比

は材齢壬に応じて変化する.

また,どは間隙率であり,材齢や水和の程度により変化する･式(2-3),(2-2)を式(2-1)

に代入すると次式が得られる.

咋勺=畔)+筈d柑+筈購)+筈叫閉

+畔r)+畔mり+筈d抽
d(J′)=(1一拍旦串(どe)

d的=筈嘩三)+筈嘩吉)

d椚=笠d柑+筈購)

畔mり=笠嘩慧mり+筈d(窄)

嘩pり=笠嘩訂)+笠嘩ど)

[瑚=[笠[打1+笠[叫~1

(2-8)

(2-9)

(2-10)

(2-11)

(2-12)

ここでd巨e),嘩pr)および嘩femりはそれぞれ遷移材齢時コンクリート骨格における弾

性,間隙水圧による固体相の圧縮および温度変化によるひずみ増分である.さらに[β5]

は遷移材齢時コンクリート骨格の弾性域での応力ひずみ構成マトリクスとなる.
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以上に示したひずみ成分の内,間隙水圧,温度および水和収縮による変形成分は有効

応力に依存しないが,弾性,塑性,粘弾性および粘塑性成分は有効応力に依存する.従っ

て,遷移材齢時コンクリートの有効応力とひずみの構成関係を記述する際において,塑性

成分,粘弾性成分および粘塑性成分を如何に表現するかが問題となる.逆に言えば,塑性

成分,粘弾性成分および粘塑性成分が有効応力を含んだ形で表現することが可能であるな

らば,直ちに遷移材齢時コンクリートの有効応力ひずみ関係を得ることができるであろ

う.次節で遷移材齢時コンクリートの塑性成分,粘弾性成分および粘塑性成分を有効応力

で表現することを試みる.

2.3 有効応力依存性ひずみ成分の定式化

有効応力に依存するひずみ成分は先にも述べたように弾性,塑性,粘弾性および粘塑性

ひずみ成分である.このことを概念化すると,図2.2のように描かれるであろう.弾性成

分については前節で定式化されているが,残りの粘弾性,塑性および粘塑性成分について

も定式化される必要がある.本節ではこれらの3成分について定式化を行う.

2.3.1 増分型での粘弾性ひずみの定式化

一軸状態での一定荷重載荷の元ではセメントペースト内に生じる粘弾性ひずみは一般的

にはセメントペーストの粘弾性係数如(り′)を用いて一次元で次式のような全体形で表さ

鍔=¢c…旨=糾叛㌫
(2--13)

ここでJ′は一軸状態での⊥定有効応力である.有効応力が材齢と共に変動する場合は

セメントペーストにおける粘弾性ひずみは次式のような積分形で表される.

鍔=上f¢c…
dJ/

/1･(/′)=上f拙′)ゐ′
(2-14)

ここで,ん(ま,ま′)はセメントペーストにおける粘弾性コンプライアンス関数である･し

かしながら,式(2-13),式(2-14)いずれにしても,粘弾性ひずみは,ある経過時間での

全体の粘弾性ひずみとして求まる.ところが,式(2-6)からわかるように,各ひずみ成分

は増分形となっており,当然,粘弾性ひずみも増分化される必要がある.その場合,式

(2-14)を用いると,図2.3全ての過去の応力経路とそれまでのひずみ履歴を記憶しておく

必要がある.それは多くの計算アルゴリズムかつ計算時問を必要とし,本章で提案するよ

13



図2.2:弾性,塑性,粘弾性および粘塑性4つのひずみ成分から成る物質の概念図

うな複雑な問題には一般的適用性が無いと考えられる.そこで式(2-14)を増分型の方程

式に変換することを考え,一般的に使用されるDirichlet級数による変換を使用する.

その手順を以下に述べる.式(2-14)は解析学的には第2種Ⅶ1terraの積分方程式と呼

ばれ積分核が存在する.その核が分離核であると仮定すると,式(2-14)の中のん(り′)は

次式のようにDirichlet級数を用いて近似することが可能である.

J帖=昌益 β宗∠′("]
y〝(り=-1n吼(りとおくと,式(2-15)は

J(f7ま′)=豊か-eXp{(ト棚

14

(2-15)

(2-16)



J(t,t4)

J(t,t3)

J(t,t2)

叫 t

0

図2.3:過去の応力履歴による重ね合わせによる粘弾性ひずみ成分の算定の概念

となる.そしてy〃(f)=去れという特別な場合を考える･すると式(2-16)は

Jc附)=∑百瀬[1~eXp((ト肋)】
(2-17)

と変換される.ここで㌦は遅延時間である･式(2-17)の力学的な意味は図2･4のような

一般的なK｡1vin型クリープモデルを考えた際,N個のダッシュポットが存在し,それぞ

れのダッシュポットがそれぞれの遅延時間㍉毎に励起されその結果,全体の粘弾性ひず

みはそれぞれのダッシュポットにおける粘弾性変形の総和として表現されるということで

ある.

式(2-17)を式(2-14)に代入すると次式が得られる･

どγe=∑㍉(り
〃=1

E〃(り=上f器-‰(f)

qp(i)=eXp[-yp(i)]Ltexp【yp(i/)]認諾
15

(2-18)

(2-19)

(2-20)



loErf⊥∫,〕

図2.4:Dirichlet級数近似の力学的な意味

式(2-19)および式(2-20)を時間差分化すると･各々のダッシュポットにおける粘弾性

ひずみ増分△己〃は次式のように表される･

△己〝=-(裾r+1)一触r))+

叫叶1)=裾r)eXp(△‰)+

1-eXpト△y〝]
△‰

△J/

C〃(r+り2)

C〃(叶1/2)

(2-21)

(2-22)

(2-23)

ただし,△‰=‰(ま叶1ト≠(りであり,C舟+1/2)=C〃(r)=C舟+1)である･また,rは

時間ステップである.式(2-21),式(2-22)および式(2-23)を式(2-18)に代入すると,最

終的に一次元状態におけるセメントペースト内の粘弾性ひずみ増分は次式で求めること

△鍔=筈+△ご′′
但し,

1

扉

Ⅳ
∑
画

ニ

)2

′
′
/

l+r(〃

ハし
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△ど′′=∑〈1-eXp(-△狛皿))‰(r)
〃=1

(2-26)

粘弾性を考慮に入れた変形解析を行う場合,一般的には2次元応力場あるいは3次元応

力場における粘弾性構成則が必要となる･本研究ではBazant[Baねnt(1982)】および安藤

[安藤(1996)]らの研究を基に式(2-24)で表現された一次元の増分型粘弾性ひずみ成分を3

次元化する.

セメントペーストが等方性で,体積粘弾性ひずみどVと偏差粘弾性ひずみ諸について,
全く一軸状態の粘弾性ひずみと類似の関係が成り立つと仮定すると,次式が成り立つ.

3己V=上土JV(叫J′V

2亡君=上土Jβ(叫J;デ

(2-27)

(2-28)

ここで,JV(まっf′)およびJβ(ま,f′)はセメントペーストのクリープポアソン比レ(f,ま′)を用い

JV…=6(喜一困))J(ま7ま′)ウノβ(f7f′)=2(1+廟′)J(ま,f′)(2-29)
また

十三ニ J′V=J乞ん3

ど君=ご壱J-ごV,J;デ=J;ゴーJ′V

であり,ど′よJおよびJ;Jはセメントペーストの粘弾性ひずみおよび有効応力テンソルであ

る･式(2-27)および式(2仙28)を式(2-14)と同様にDirechlet級数により近似し,増分形

に変換すると,

榊)=上
fdJ′V(f′)

〔●バ(/′Jーヴr(り

qr(i)=eXp[-yp(i)]上fexp[yp(i,)]
f呵デ(り

o C〃(りごだゎ(り=.王---′/∴(り

′､1dJ′V(りdy〃(り
′/J/′∫(/′I(∴∫(/′l

qEij(i)=eXp[-yp(i)]上Iexp[yp(i/)]
呵デ(け軌(‡′)
ー/J/′一り′)(-′一(/′)
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(2-33)
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△Eγe,V=(1瑚,り)筈+(1-2榊))△ど′′V

△ど諾,β=(1+困))誓+(1+榊))△ご;ア

(2-36)

(2-37)

式(2-30),式(2-31),式(2-36)および式(2-37)から最終的に次式で与えられる3次元場

での増分型粘弾性構成則が導かれる.

△(鍔)=古q△(可+[q△¢′′)
(2-38)

但し,式(2-38)は工学ひずみで表現されている･また[C]はクリープポアソン比レ(ま,f′)

で表されるマトリックスであり,次式で表される.

)

)

/

/

⊥･･し

一
丁
レ

h
ド
h
ド

1

0

0

0

〃

レ

一
一)

)

/

/

-
ナ
し

.ナん

いl

h
ド
0

0

0

リ

レ

ー

一

)

)

/

/

一
丁
し

一
丁
し

l

〃
ド
ハ
ト
0

0

0

レ

レ

一
一

さらに

△(己′′)=∑(1-eXp(-△ym祝))(‰(r))
〃=1

(裾叶1))=(鋸r))exp(△ダ〃)+

0

0

0

)
Jん■

ナ
し/
項
0

+l

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1+レ(壬,f′) 0

0 1+レ(f,り

(2-39)

(2-40)

C〃(叶1/2)
△(J′) (2-41)

である･[C】嘩′′)の項は,前のステップまでの有効応力成分履歴が現在のステップ間に及

ぼす粘弾性ひずみ増分であり,[C]d(J′)岬′′の項は,現在のステップ間に変化した有効応

力増分によって生じる粘弾性ひずみ増分である.

表現を簡単にするために,式(2-38)を次式のように書き直しておく･

d(鍔)=[⊥1]d(J′)+d(エ2((J′)))

【エホ吉岡,串2(椚))=[C陣′′)
であり,(J′)は前のステップまでの全有効応力である.
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2.3.2 塑性ひずみ成分の定式化

本研究では古典塑性理論[Chen(1982)】に基づき塑性ひずみの定式化を行う.簡単のため

本研究では等方硬化則に従うと仮定し,移動硬化の影響は考慮に入れないものとするヨ ま

た,等方硬化は塑性ひずみおよび時間の変化に対してのみ行われると仮定する.そのとき,

塑性ひずみ流れが発生する条件は,有効応力空間においてDruckerの仮説[Drucker(1951)】

を満たすような降伏関数Jを定義したとき,

ダ=J-た(e｡p)≧0 (2-44)

となるときである･但し,た(e｡p)は等価一軸有効塑性ひずみど｡pで表される物理量である･

またJは有効応九塑性ひずみおよび時間の関数である.即ち,ダ<0のときは塑性ひず

みは発生しない.また,降伏以降における載荷および除荷の判定条件は次式で表される.

∂ダ
r

∂(が)

∂ダ
ア

∂(〆)

∂ダ
ア

∂(〆)

昭泄‡ど′‡>0載荷

[β昌]d(ご′)=0甲立

【β呂】d(己′)<0除荷

(2-45)

ここで嘩′)はあるステップ間における有効応力依存性ひずみ増分であり,[β紺(ど′)は

見かけの弾性応力(トライアル応力)である.また,上付き添え字rはベクトルの転置を

表す.

塑性ひずみ成分は有効応力空間上に塑性ポテンシャルCを定義することにより

購}=ノゝ蒜
(2-46)

と表すことができる.即ち,塑性ひずみの方向は塑性ポテンシャルに垂直に発生する.こ

の場合塑性ポテンシャルをどう与えるかが問題となる.本研究では,粘塑性ポテンシャル

は降伏関数に等しいと仮定した.即ち

C=ダ (2-47)

これは関連流れ則と呼ばれる.一般のセメントペーストに対してはこの仮定は成り立たな

いという議論も過去なされてはいるが,本研究では簡単のためこの仮定を以降用いる.

式(2-46)は未知パラメータAを含むが,Aは有効応力が降伏関数上に留まる条件(コン

システンシーコンディション)により決定される.コンシステンシーコンディションは次
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式で与えられる.ここで,コンクt｣-トを打設した時を基準とした時間即ち材齢fによっ

て,降伏曲面中の材料パラメータは変化するため,時間項を含んだ形でコンシステンシー

コンディションは記述されることを強調しておきたい.

蒜TdM+蒜丁槻+芸d渕 (2-48)

2.3.3 粘塑性ひずみ成分の定式化

過去,粘塑性成分に関してはPerzyna,Zienkiewicz,石川およびTanabeらによる研究

[Perzyna(1966),Zienkiewicz(1972),石川(1995),Tanabe(1998)]があるが,どの研究にお

いても方法論としては,ある種の粘塑性ポテンシャルを定義し,そのポテンシャルの値の

正負により粘塑性ひずみの発生の有無や粘塑性ひずみの大きさおよび方向を決定してい

る.Perzynaによれば,粘塑性ひずみ成分の一般的な形は次式によって表される.

d刷=<賄)>篇df
(2-49)

ここで,凡pは粘塑性ポテンシャルである.また¢は粘塑性ポテンシャルの関数で与えら

れる量である･但し,<¢(凡p)>は次式のような値となる.

<賄)>=〈¢(㌃p)≡:荒;≡3
(2-50)

しかしながら一方で,上記の塑性成分の定式化との整合性を満たすように粘塑性ひずみ

成分を決定させる必要がある.まず本研究では,粘塑性ポテンシャルは塑性ポテンシャル

に全く一致すると仮定した.即ち

凡p=G=ダ (2-51)

この仮定は塑性流れと同時に粘塑性流れが発生するという一般的常識に基づけば当然で

あると思われる.

問題は関数¢(ダ)をどう与えるかである.粘塑性係数7を用いて簡単に

¢(ダ)=7ダ (2-52)

と与える方法[石川(1995)]もあるが,この方法では塑性ポテンシャルとは独立した粘塑性

ポテンシャルを与える必要がある.なぜなら,関連流れ側を用いる場合ではコンシステン
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シーコンディションにより有効応力は塑性ポテンシャル上に留まるという制約条件があり,

一方で粘塑性ポテンシャルにおいてはその条件は不要だからである.そこで本研究では

¢(ダ)=7
ダ+た(ご｡p)一頃0)

た(0) )乃=7仁君)乃
で¢(F)を定義する･但し,ふは最初の降伏の瞬間における降伏関数の値で

ふ=ん(0)

(2-53)

(2-54)

である.この場合,載荷条件の下では塑性ポテンシャルおよび粘塑性ポテンシャルは常に

0となり,コンシステンシーコンディションを満たすと同時に,¢(ダ)の値は塑性流れに

応じて変動する･式(2-53)を式(2-49)に代入すると粘塑性ひずみ増分は次式で得られる

･‥=卜十キ∴一
二l･-l

2.4 応力依存場における遷移材齢時の構成則

本節では,前述した2相多孔質材料としての遷移材齢時コンクリートの構成則に応力依

存性ひずみ成分を結合させることにより,最終的な遷移材齢時コンクリートの構成則を誘

導する.

∂F/∂(J′)が有効応力に依らず一定であると仮定した場合,式(2-55)をTaylor展開し

第2項以降を無視すると,次式が得られる.

叫ギ}=(7+△7)･仁君)托芸dま

+憲(誓)m~1蒜蒜丁抑
(2-→56)

但し,式(2-56)中のJの値は前のステップの全有効応力を用いて計算されたものである.

式(2-42),(2-46)および(2-56)を式(2-6),式(2-7)と式(2鱒48)に代入することにより最

終的な構成則は次式で表される.

町)=(ト伸rl閻((…叫昭一筈姉((J′)))
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一箪(7叫)(土語)几蒜dトヰPrト畔emり一箪可
-◎2蒜dま〉

(2-57)

[阿]+(1一佃](ト◎将帥笠憲(誓)れ-1蒜蒜T･叫(2-58)
[◎J

◎2=

ん=

∂F ∂F

両市百石巧

ん+爺T(ト伸瑚爺

筈

ん+務r(ト引p5]器

∂ダ
T

∂f▼｢レ

∂(己邑)∂(〆)l有

(2-59)

(2-60)

(2-61)

で表される･また[申ま単位マトリクスである･但し,式(2-57)中の(J′)は前のステップ

までの全有効応力であることを記しておく･故に式(2-57)はかなり複雑な形ではあるが,

非線形成分は硬化パラメータんのみであり,数値解析を行う際,特に複雑なアルゴリズム

を必要とせず,従来の古典塑性理論による変形解析レベルでのアルゴリズムで,粘弾性お

よび粘塑性ひずみを考慮した弾塑性変形解析を行うことが可能である.

粘弾性ひずみ,粘塑性ひずみが存在しない場合は,式(2-57)において,

[n]=[J],[n]~1[β5]([Jト[◎J)=[βep】

とおけば,従来の塑性方程式となる.

(2-62)

2.5 有効応力に依存しないひずみ成分の定式化

2.5.1 間隙水圧による固体相の圧縮のひずみ成分の定式化

間隙水圧pが存在するならば遷移材齢時コンクリート中には,図2.5に示すように,多

孔質材料としてのコンクリートに実際に作用する全応力(J)とコンクリート骨格に直接作

用する有効応力(Jl)が存在することになる.Terzaghiの有効応力原理[Terzaghi(1943)】が

遷移材齢時コンクリートに適用できるものと仮定するとそれらの関係は次式で表される.

(J)=(J′)-(m)p
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全応力 有効応力 間隙水圧

図2.5:コンクリート中に発生する全応力,有効応力および間隙水圧の関係

‡m)=(1110 0 0‡: (2-64)

ここで応力は引張を正とするが,間隙水圧pは圧縮を正とする･

式(2ぺ)中の間隙水圧による固体相の圧縮を表すひずみ成分嘩pりは以下のように導入

される.

まず先に述べておきたいことは式(2-57)は多孔質材料としての有効応力ひずみ関係を規

定するが,式(2-57)においてど=0とおけば,それは間隙水圧の影響を考慮に入れない全

くの固体柏における有効応力ひずみ関係を規定するものと解釈できる･また,d(上2((J′))),

(7+△7)((トム)/ふ)几務dfおよび◎2務d=ま前のステップにおける有効応力による
変形成分であり,嘩femりおよびd¢femりはそれぞれ温度および水和収縮によるひずみ成

分であるため,間隙水圧の変化による固体相の圧縮には何ら影響を及ぼさない.従って,

以上述べたことをふまえ,且つ,式(2-57)において

d(J′)=-(m)dp (2-65)

と置き換えるとその時の全ひずみ増分に相当する項が間隙水圧の変化による固相圧縮を

表すひずみ成分に対応すると思われる.即ち

ー(m)dp=[n】~1【β5]([Jト[軋])d¢pつ

故に,

嘩pr)=-([Jト[軋])~1[β5]~1[n](m)み

となる.
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2.5.2 温度および水和収縮によるひずみ成分の定式化

式(2ぺ)中の温度ひずみ増分嘩femりは-･鵬一般的には温度増分drおよびコンクリートの

線膨張係数α｡を用いて次式で与えられる.

d(己femり=(m)α｡dr (2-68)

drは場所および時間ごとに算定される必要がある.

水和熱発生を考慮した温度履歴rは次式に示す3次元非定常熱伝導の支配方程式に基

£(桁芸)+孟(堵)+£(勘芸)+Q(り=P瑠(2-69)

ここでj㌔,〟y,〟ヱはそれぞれご,y,Z方向の熱伝導率であり,Q(f)は発熱量,rは

温度である･またp,Cはそれぞれ密度,比熱である.

また,発熱量Q(りは断熱状態でのコンクリートの水和熱による温度差を用いることに

仝㌘=PC箸 (2-70)

で近似的に表される.そのため,温度解析を行う際には,予め断熱状態でのコンクリート

の温度上昇量を実験などにより求める必要がある.コンクリート標準東方書によれば,断

熱温度㌔は次式で規定している.

㌔=㌔(1-eXp(7αり)

ここで7忘は終局時の断熱温度上昇量,↑αは材料定数である.

式(2-69)には,2つの境界条件があり,それぞれ

1)温度固定境界

r(ご,y,Z)=孔(ご,y,Z)

監芸ゼご+〟瀞描z芸ゼヱ+恒(r一端)=0

(2-71)

(2】72)

(2-73)

である･ここで,ゼ｡,ゼy,ゼzは方向余弦であり,孔,α,qはそれぞれ外気温,熱伝達率お

よび熱流束である.また式(2-73)においてq=0,α=0とすれば,断熱境界となる･

(2-72),(2-73)の境界条件のもとで式(2-69)を適当な補間関数で離散化して解けば,任

意の位置や時間での温度が定まる.
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続いて,式(2ぺ)中の水和収縮ひずみ成分堰き)の定式化を行う.大下らによれば,水

和反応による体積収縮ひずみ増分は,次式のように表すことができる休下(1995b)ト

警dC〃 (2-74)

ここでりは水和反応によりゲル空隙となる割合,7pはセメントの完全結合材比,Pひは水

の密度,C打は単位体積辺りのセメント中で水和しているセメントの重量である.故に,

水和収縮によるひずみ増分は次式で与えられる.

d抽={m}惣cg
(2-75)

2.6 遷移材齢時コンクリートの力の釣り合い式

遷移材齢時コンクリート全体に外力が作用する際,作用する外力と釣り合う内部力は線

形非線形を問わず全応力である.従って,仮想仕事の原理を用いると,遷移材齢時コンク

リート全体の力の釣合式は最終的に変位および荷重境界を含んだ形で増分形として次式

上時りTd=dr一上申)T嘲dト上r申)Td(瑚(∂r)=0(2--76)

ここでd(叫およびd(∫f)はそれぞれコンクリートに作用する物体力および表面力であり,

rおよび∂rはそれぞれ内部領域,変位もしくは荷重境界である･また,(u)は領域r内に

おける変位である･式(2-57),式(2-63),式(2-67),式(2-68)および式(2-75)を式(2-76)

に代入すると,最終的に次式のような遷移材齢時コンクリートの力の釣り合いの支配方程

式が速度形で誘導される.

(トど)上好)仲rl[棚ト[◎1])警dト∈上村)T(m)雛
帖d(上2((J′)))

ー(1-ど)上昨りT[町1閻([′ト剛)笠df
(･/11

-(ト∈)上畔[町1[刷ト[◎1将(7欄)仁君)几芸dr

-(トど)上嘩T)T抑制([′=叫)(m)αc芸dr
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小ど)上嘩r}T附[刷ト[叫){m};笠警警dr

-(1-ど)上∂{珊町1[柵蒜dr

-上郷警dト上r榔警d(∂r)=0
(2-77)

2.7 間隙水の質量保存則

一般的にはコンクリートは非均質材料であり,コンクリート内部の間隙水の流れは方向

に強く依存する.特に硬化コンクリートにおいては,コンクリート中に発生するひび割れ

によってコンクリート中の間隙水の流れがもはや層流とはみなせなくなり,コンクリート

中の透水メカニズムは均質な場合と全く異なることも実験的も解析的にも確認されてい

る[大下(1995a),大下(1995b)]･遷移材齢時コンクリートにおいてもそのような現象は当

然起こりうるであろう.しかしながら遷移材齢時コンクリートにおいてはこれまで述べて

きたような粘性による要因が極めて大きく,ひび割れが発生する頻度は硬化コンクリート

に比べ比較的少ないと思われる.従って本研究では,間隙水の流れは均質的かつ層流であ

ると仮定し,さらに流れはDarcy則に従うとした.質量保存則間隙水の移動速度は単位

質量当たりのGibbsの自由エネルギーGの勾配に俵存する[Ba云ant(1972)】と仮定すると

(γ)=-た∇G

ここでたは透水係数である.また,∇は次式で定義される演算子である.

∇=〈£怠£〉T

ここで∬,y,Zは直交座標系である･

Gは間隙水の相の状態によって

液体相 G=(7wZ+p)/7ひ+Gβα士
気体相 G=(月/〟)r･払方+Cβαf

(2-78)

(2-79)

(2-80)

と表される.ここで,7ひは水の単位体積重量を表し,月,g,〃はそれぞれ気体定数,ガ=

拍5αわ(紬=飽和蒸気圧)および水の分子量である･さらにCβαfは標準自由エネルギー

であり,絶対温度だけの関数である.本研究では間隙は液体相にて完全飽和していると仮

定する.さらに絶対温度は場所,時間によらず一定と仮定する.従って式(2-78)は

(γ)=-た∇
7ひZ+p

7ひ
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となる.

間隙水の質量保存則は一般的にはコントロールヴォリューム内への流入量Q盲乃と流出量

Q皿fの差はコントロールボリューム内の蓄積量△Qに等しいことを意味する.即ち

△Q=Q壱m-Q｡uf=-∇T(γ)

蓄積量は次の要因によって構成される.

1)全ひずみの変化

一打={げ坦

dEt7

df

2)間際水圧変化に起因する粒子体積の変化

(ト帥‡T([隼｢◎1祈里村一憮m)霊
31液相の体積変化

ぞd㌘

たJdf

4)液相の温度による体積変化

-3どαひ芸
5)有効応力の変化によって生じる固体粒子の圧縮

-(げ([町[叫)叩冊]響
ここでたノ,αひは水の体積弾性率,水の線膨張係数である･

6)水和反応による間隙水の質量減少

lン･リ/つ′,(J('〃

l'畑`.-J′

(2-82)

(2-83)

(2-84)

(2-85)

(2-86)

(2-87)

(2･-88)

最終的に式(2-83)～式(2-88)および式(2-81)を式(2-82)に代入すると,最終的に遷移

材齢時コンクリートの間隙水の流れを支配する質量保存則は次式で表される.

仰警+吉富+軋芸-∇T折勅初)+筈警警

+(トⅢげ筈
d(上2((J′)))

df

+(1一緒{m}佃△7)(㌔塵)m蒜
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+(1一伸}T(【…･11)-1◎･ヱ諾‡ナーnノ1ま[
また境界∂rにおける間隙水の流れに関する境界条件は二転ミで与えられる.

-(げ⊥∇(γ㌃+p)w蔓=0く)n∂r｢′■比.′

r2-89)

(2-90)

但し,(れ)は方向余弦である･従って,間隙水の質量保存則は式(2凋9)および式(2-錮)

となるが,これらの2式は重み付き残差法を適用することにより次式に示す問題と等価と

なる.

f弼(椰豊+吉富十軌憲一∇仇∇(≠イ+函十筈警警

+(トⅢげ筈
d(エ2((J′)))

dま

+(1凍{刷+△雄㌔)几蒜

+(ト伸}r([…1])-1◎2蒜)dr+
上r∂垢(-{げ‡∇(佃)ヰ(∂r)=0

ここで,JⅣ1および∂l坑は任意の重み関数である.

(2-91)

2.8 力の釣り合い式および質量保存則の有限要素離散化による最終的な

遷移材齢時コンクリートの挙動に関する達成された支配方程式

以上より,遷移材齢時コンクt｣-トの変形挙動を支配する支配方程式は式(2-77)およ

び式(2-91)であり,これら2つの方程式を同時に解くことにより全体変位および間隙水圧

等の解を得ることが可能である.ところが,これらの式はある連続体中の無限小要素につ

いてのみ成り立つ積分方程式であり,その解を解析的に求めることは,一般に容易ではな

い.しかし,このような無限の自由度を有する連続体の問題は適当な補間関数を用いるこ

とにより,有限個の自由度で近似し,離散化された代数方程式を解く問題に帰着される.

節点変位〈可,節点間隙水圧(め,節点温度(ア)を用いると,要素内の任意の変位,間隙

水圧,温度,ひずみは,適当な補間関数を用いて,次式で表される.

(u)=[呵(由),p=囲(戸),r=囲(テ),(eり=[β】(盃)

28

(2-92)



ここで,[Ⅳ]は変位に関する形状関数マトリックス,(Ⅳ)は間隙水圧及び温度に関する

形状関数マトリクス,圃はひずみ一変位マトリックスである.

まず,力の釣り合い式を有限要素にて離散化を行う,式(2-77)に式(2仙･92)を代入する

と次式となる.

榔([緑慧一闘警一闘豊
d(ふごf) d(£r｡)

りF～ (ff

d(尤yd)
dま

(2-93)

[帰=か一冊]T[町1[瑚[∫=叫)別r

軋p]=上郷("舶dr

恥】=か一冊】r[町1閻([∫ト剛)αc(m)卯r
ー/(ノ∴ィ)

dま

d(ムr｡)
dま

_ト＼-て了dr+上r[叩豊d(∂r)

か-朋T[町靭([′ト剛)筈
d(上2((〆)))

dま
dr

+杵渕榊rl[?胴珊将(7+△雄票)氾蒜-dr

+上(ト泄]T[町1[柵蒜dr
･/(ノ∴′)

dま

=か一冊]r[町1【棚卜剛){m};筈警警dr
式(2-9封が任意の節点変位について成り立つためには

軋]坦-[町禦一恥]些ヨ_7⊥ _7_▲
Jl

d(ムごf) 姓たr｡) d(九yd)
dま L~~"〝J(まま L~1~■t`し｣dま df d≠ dま

(2-94)

(2--95)

(2【96)

(2一一一97)

(2-98､)

(2-99)

=0(2一-100)

でなければならない.即ち,この式が変位,間隙水圧および温度場において有限要素によ

り離散化された力の釣り合い式となる.
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次に間隙水の質量保存則を有限要素により離散化を行うが,そのためには式(2-91)の

重み関数∂Ⅳ1および吉昭を如何に選択するかが間遠となる･ここでは

JⅣ1=J一戦=如=J(戸)T匝)r (2-101)

のように,重み関数を節点間隙水圧を含んだ形状関数で与える.この手法はGalerkin法

と呼ばれるものであり,式(2-91)のような拡散型の偏微分方程式を含んだ問題を離散化

するには一般的によく用いられる.式(2-92)および式(2-101)を式(2-91)に代入すると

上郷[叩仲げβ豊dr+上榔[即錘誓dr

+錘)T[晒αw匝】豊dトf酬叩∇rたれ軌′叫)dr

+か{州r笠警笠dr+f嘲T[晒一伸}r笠
}

ヽl･/ヽ
ゝ
｣

/
打{

/
l
■
-
t
12

rん

可
df

+錘7仰(ト伸}T笠(7欄)(壬チ)m蒜dr

+上郷[昭1一伸}r([…1])-1◎2蒜dr

-上郷[伸)T⊥∇(γ㍗+p)d(∂r卜上郷怖岬)=0
(2-102)

式(2-102)の左辺第4項については,Gauss-Greenの定理より以下のように書き直すこ

とが出来る.

一上郷[叩∇T⊥軌叫)dr=上榔[岬⊥∇↑ⅧZdr7ぴ 71〃

+上堀T[∇叩
た

7ひ【∇軸)dr-上r榔[伸)r⊥∇(7初)d(∂r)(2-103)■11l･

式(2-103)を式(2-102)に代入すると,次式を得る･

榔し[叫{か[揖警-[垢p】誓一闘讐
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一(Q｡ごf)-
d(Q｡r｡) d(Qんyd)

dま d子 )=0

[叫=上[∇叩斗∇叫r

軋]=錘丁仲昭警dr=軋p]T

:八一_~=_い二･真二∵∵

[範士]=l軒3毎㌦叫Ⅰ∧-

鶴}=よ[∇叩‡∇1′-UZdll一紳丁抑汀)
d‡¢｡rei ′｢㌃rl了▼′1…___一丁l/`とざ呵エ2((〆‡)壬

=伊軌-!)輔
j

て/r dまdf
dr

+上即(ト伸}丁字(7瑚(土語)れ芸dr

+上即(1一伸}T([町叫)-1◎2蒜dr
d(Qんyd)

df

=上即筈警警dr
である･任意の節点間隙水圧について式(2-104)が成り立つためには,

-[叫(βト[垢祝】坦-【垢p】坦-[垢f]些聖
JI JI J_▲

dま
L■~〃J

dま

d(Q｡re) d(Qんyd)
df df

=0

~〝"J(プよ

-(Q｡∬f)一

(2-104)

(2-105)

(2-106)

(2-107)

(2-108)

(2-109)

(2-110)

(2-111)

(2-112)

でなければならない.即ち,この式が変位,間隙水圧および温度場において有限要素によ

り離散化された間隙水の質量保存則となる･式(2-100)および式(2-112)を達成させると

次式が得られる.

([3上[慧呵)(‡芸‡)+(｣託と】二…芝川萎)
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(匿t]響+坐無上+
[垢f】乎+(Q｡｡f)+

＼
1
.
一
一
一
-
/

掛執
(2-113)

即ち,式(2岬113)が,遷移材齢時コンクリYて-▼?--‥ニ空音婆挙動を支配す芝方程式となる･従っ

てナ式(2-113)に初期条件を与えることによぎブタ変位および間隙水圧等の解を得ることが

出来る.

実際の数値計算では式(2--113)をさら芯材聞で離散化を行うことにより,解を得ること

になる･本研究ではβ法と呼ばれる差分手法を用いて式(2-113)の時間に対する離散化を

行う･簡単のため式(2-113)を次式で置き直す･

凡才ズ+Ⅳズ=J+J

式(2-114)は,時間ステップ㍑-1,㍑で成り立つから

劫り㍍_1+凡‰_1=ん_1+ん_1

凡才ズ氾+凡‰=ん+J乃

式(2-115)に1-β,式(2-116)にβをかけて両辺を加えると

〟((1-β)ズ㍑_1+β曳m)+Ⅳ((ト∂)ズm_1+∂一Ym)

=(1-β)ん_1+娩+(1-∂)ん1-+軋ん

(1一晩-1+β曳m=去(ズ乃一方㍑-1)
(1-β)L+娩=去(∫れ-′m-1)

(2-114)

(2-115)

(2√116)

(2-117)

(2-118)

と近似する･式(2-118)の意味するところは,時間ステップまれ_1とま几をβ‥(1-β)に内分

する時刻での丸fの近似を表している･式(2-118)を式(2-117)に代入すると最終的に

(〃+β△㍍Ⅳ)ズれ-(〃-(1-β)△ま乃Ⅳ)ズm_1

=ん-ん_1+△ま乃((1-β)ん_1+βん) (2-119)

となる･βは0≦β≦1の値をとり,特にβ=0,1/2,1に対しては,それぞれ前進差分,中

間差分,後退差分と呼ばれる.

式(2-119)を元に戻して整理すると次式が得られる.
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l
l
l
ミ

＼

尋.才ノ

L軋f】△(テ)れ+△(ム｡f)几+△(ん｡)m+△(んd)犯

[〟pf]△(テ)+△‡銑r｡)か+△‡軌扉)れ

0

(1-∂)(Q｡ごf)乃_1△㌦十∂‡Qe｡f)乃△f乃

上/′′=/′▲-J′▲_l

△(盃)れ=(盃)几-(盃)氾_1

△(戸)几=(β)几-(戸)乃_1

△(テ)れ=(テ)几-(テ)几_1

△(ム｡f)几=(ム｡f)m-(ムごf)几_1

△(ムr｡)m=(ムr｡)れ-(ムr｡)乃_1

△(九γd)乃=(九yd)m-(九yd)几_1

△(Q｡r｡)れ=(Q｡r｡)㍑-(Q｡r｡)㍑_1

＼､

ノ

ri:1
､
.

耳呵(れ叫ま飢ノ十

(2--･120)

し2一一121)

△(Qんyd)㍑=(Qんyd)m-(Qんyd)乃_1

ある･結局,式(2-120)は節点温度を前もって与え,さらに適当な境界条件および初期条

件を与えれば,節点変位増分および節点間隙水圧増分を時間増分毎に求めていくことによ

り,遷移材齢時コンクリートの変形挙動を算定することが出来る.
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2.9 数値解析手法

以上構築した数理モデルは,硬化パラメータんのみ塑性ひずみに関して非線形となって

いる･よって節点変位(盃)および節点間隙水圧(戸)等の解を得るためには非線形計算を行

う必要がある.本研究ではdeBorstによって提案された古典塑性理論における非線形計

算アルゴリズムを参考にする[deBorst(1990)]･本研究で用いた非線形計算アルゴリズム

を図2.6に示す.

このアルゴリズムの特徴は,J番目のステップにおけるトライアル応力(Jf)をまず弾性

状態で計算し,載荷条件と判定された場合の(Jt)を降伏関数曲面に戻す作業いわゆるリ

ターンマッピング(図2.7)の際,降伏関数ダを(J)壱および(どp)i近傍でTaylor展開する

ことによってリターンマッピングがなされていることである.即ち,

△A汀1=△A盲+
F((J)壱,(∈p)壱)

んf+否認T[n卜1(1一泄5]否荒

によって△Aを計算し,

{J}叫={小机甘1(1-肋】蓋

(2-122)

(2･一123)

によって降伏曲面上に応力を戻している.このリターンマッピングアルゴリズムはChen

によって提案されたリターンマッピング手法[Chen(1982)]に比べ,計算時間が少ないと

いう利点をもつ･そして,(J)fが十分降伏曲面上に戻ったと判断されるまでステップ去を

繰り返す.この判定は

Iダ((J)ゎ(ep)壱)l<ねJF (2-124)

で行った.但し,わJFは判定指数であり,本研究では常にわJF=1.0×10~3とした.

応力が降伏曲面上に十分戻された後,全体の支配方程式に対して生じる不平衡量を計

算し,不平衡量の値が十分小さくなるまでグローバルな繰り返し計算を行う必要がある.

ここで不平衡量という言葉を用いた理由は,力の釣り合い式に生じる不平衡力以外に間隙

水の質量保存則においても不平衡流出量が働くためである.本章で構築したモデルのよう

な力の釣り合い式と間隙水の質量保存則を達成した問題においては必ず,これらの2つの

不平衡量を考慮に入れなければならない.全体の支配方程式に対する不平衡量は増分形で

次式で表される.

柵)=d‰ト錘r碑ト(m)卯r

34

(2-125)



No

図2.6:非線形計算アルゴリズム
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図2.7:リターンマッピング

d(月Q)= d(Q｡エf)-d(Z)

′/(/)

α

ら

d(ご′)

但し,

一拍Tαdト(距r岬dr岬呵△ち
-(1一日(m)T嘩′)+(m)T咋)

(ト伸)r([…1])榊】{m}+吉

(2-126)

伺△＼j

(2-127)

頼り一箪肪(M))
笠(7欄)仁ヂ)れ蒜d叫pr}ぺごfemり-筈舶

(【…1])-1◎2蒜df
である.上式により不平衡量を計算し,そして

(三‡芸‡)=(豊L[定男[叫
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を解くことにより,不平衡量による△(可および△(黍†を計算する.そして,不平衡量が

十分小さくなるまでグローバルな繰り返し計算を行うチ 収束判定は次式で行う.

ーー..¶リー
d(月f‡Td‡勘)十相和‡~rd(花々〉

d(£ごf)rd‡ム£f)+d(Qe｡f .‡∫銑現
T⊥ヽ■1-rノ

ご/川′_J
･j 三一1く)＼

本研究ではloIG=i･0×10-3とする･繰り返し計算は修正Newton-Raphson法を用いた.

差分に関するパラメータβについては∂=1とする.即ち後退差分を用いることにする一､

2.10 まとめ

本章では,遷移材齢時コンクリートの変形挙動を表現する数理モデルの構築を行･つた.

構築した理論モデルは理論的に客観的であり,それ故に構築された理論モデ.さレをま遷移材齢

時コンクリートだけでなく一般的な粘弾塑性飽和多孔質材料に適用することも可能であ

る.いずれにしても実際に数値解析を行うためには理論モデルの中の材料パラメータや降

伏関数およびクi｣-プ関数の関数形を具体的に決定させなければならない.むしろモーl､こ∴ニ

との方が問題である.4章でその決定方法を述べる.
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3 遷移材齢時コンクリートと既設コンクリート等との水平境

界面のモデルの構築

3.1 概説

マスコンクリート構造の力学的特性を正確に知るためには,前章まで述べてきたよう

な,単一体としてのコンクリートの変形挙動の解明のみでは不十分であり,異なったブ

ロック相互間における継ぎ目等の水平境界面の影響も考慮されなければならない.特に水

平境界面に対してはその力学的特性の解明が急務とされている.

現在まで,幾人かの研究者によりマスコンクリート構造の水平境界面に関する研究がを

行われている.石川雅美らは積み上げ打設されたマスコンクリートの大型試験体に対し

て水平境界面特性等の外部拘束特性に重点をおいた温度応力実験を行っており,境界面は

塑性理論によって扱われる必要があることを指摘した[石川(1989)ト今枝らは石川雅美ら

が行った実験を基に水平境界面を不連続面と捉え,不連続面にバネモデルを導入した有限

要素法による温度応力解析を行い,時間および場所によってバネ定数を同定することによ

り外部拘束特性を評価している[今枝(1988)トしかしながら,石川あるいは今枝らの手法

では,時間および場所による水平境界面の剛性の変化は何百回と行われた試行錯誤の末,

手入力で与えられており,応力,ひずみおよび変位の3量を大体良く推定し,被拘束体端

部より生じる剥離の進展を捉えることは可能ではあったが,剛性の決定方法は著しく客観

性を欠くものであった.続いて高辻らは水平境界面に対してバネモデルは使用せず,境界

面近傍の若材齢時のコンクリートは鉛直方向に極端に剛性が弱い破壊構成則によって支配

されると考え,有限要素法による温度応力解析を行い,やはり石川らの実験結果を基に外

部拘束特性を評価している[高辻(1990)】･高辻らの手法は,任意の⊥/ガ(打設されたコ

ンクリートの長さエと高さ〃の比)に対して応力,ひずみおよび変位を正確に予測する

上では非常に有効な手段ではあったが,任意の水平境界面性状に対して応力,ひずみおよ

び変位等の実験結果を全て捉えているとは言い難かった.結局のところ現状では十分に水

平境界面の力学的特性は十分に解明されたとはいえない状況である.

前章まで述べてきたように遷移材齢時コンクリートネのものはその名の如く強い材齢

依存性を有しており,遷移材齢時コンクリートが媒体となる水平境界面においても当然そ

の材齢依存性を考える必要はあると思われる.本章では,2章で述べた遷移材齢時コンク

リートの構成則を遷移材齢時コンクリートと硬化コンクリート,あるいは遷移材齢時コン

クリートと地盤からなる境界面に適用することにより,材齢依存性を考慮した水平境界面

の力学的なモデル化を行う.
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3.2 不連続面としての水平境界面のモデル化

実際の遷移材齢時コンクt｣-トと既設コンクリートあるいは遷移材齢時コンクリート間

における水平境界面は図3.1のように描かれる.このような水平境界面をミクロ的に観察

すると,水平境界面は実際には完全な水平ではなく,大小様々な凹凸を有していることが

知られている.故にこのような水平境界面に作用する力は厳密に捉えるならば,水平境界

面の場所ごとの接触角に応じて全体座標における力に変換される必要がある.

図3.1:実際の水平境界面

変形に対しても同様に考えなければならない.厳密に考えるならば今述べた考えに基づ

きモデル化を行う[Wu(1993),Tanabe(1994a)]必要があるが,簡単のため本研究では,今

述べたような水平境界面の凹凸の影響は考慮に入れなかった.即ち,図3.2に示すように,

水平境界面は要素単位において完全に直線であると仮定する.

以上の仮定から,水平境界面に作用する全応力は図3.2のようにz軸を鉛直にして∬yZ

座標系をとるとJ£Z,JyzおよびJzzの3成分となる･従って境界面に作用する応力はベク

トル形で次式で与えられる.

(3-1)
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理想化

図3.2:水平境界面の理想化

全応力が境界面に作用すると水平境界面の変位の適合性が満たされている場合,即ち

連続面の場合は,水平境界面自体が変形するのみに留まるが,ある程度大きな応力が水平

境界面に生じる場合には実際現象としては水平境界面において剥離が生じるときもある.

そのため,一般的な水平境界面は変位の適合性を保たない不連続面と捉える必要がある.

その場合,作用する応力に伴い,図3.4に示すように不連続面においてはせん断変位笹㍑

および視yzと鉛直変位uz之が生じる･これらの変位は,不連続面に隣接する2つのブロック

の変位差として定義される.従って,Z軸の正の方向のブロックのせん断および鉛直変位

を祝ごZl,祝yzlおよび祝zzlとし,負の方向のブロックのせん断および鉛直変位をu∬Zl,㍑yzl

および祝ヱZlとすれば,不連続面の変位はベクトル形で次式で表される.

=(叫)-(祝2) (3-2)

以上述べたことから水平境界面を不連続面としてモデル化し,不連続面に作用する応力お

よび変位成分を明確にさせた.ここで間遠となることは応力と変位の構成関係をどう決定
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するかである.次節で境界面に作用する応力と変位の関係を定式化する.

3.3 水平境界面に作用する応力と変位の関係の定式化

2章で述べたように遷移材齢時コンクリート自体は弾性,塑性,粘弾性,粘塑性で表さ

れる4つの応力依存性ひずみ成分をもち,さらに間隙水圧によるコンクリート骨格の圧

縮,温度変化による膨張および水和によるセメント体積の収縮に起因する3つの応力に依

存しないひずみ成分を含めると,7つの成分から変形が定まる.しかしながら,前節のモ

デル化によれば,水平境界面は厚さをもたないため,基本的には応力依存成分のみを考慮

すればよいことになる.

水平境界面(z軸正側面)

水平士売界面(z軸負側面)

図3.3:水平境界面の応力依存性バネによる結合

まず,弾性変形における応力と変位の関係の定式化を行う.図3.3に示すように水平境

界面がせん断方向および鉛直方向に各々独立にバネで結合されていると仮定すると,水平

境界面に作用する応力(Jβ)および弾性変位(祝;)の関係は次式で与えられる･

(Jβ)=

O

O

ら

O

T
句
0

ら
0

0

(u;)=[且;】(u;) (3-3)

ここで,た｡ヱ,毎およびたzzはごZ,yZおよびzz方向における弾性域でのバネ剛性であり,

材齢と共に変化する.

次に塑性変形を含んだ場合の応力と変位の関係の定式化を行う.2.3節で述べたことを

そのまま適用すると,塑性変形(噂)は水平境界面における降伏関数蔦を用いて次式で与

えられる.

{u冨}=A蓋
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ここまで記せば解るように結局のところ2.3節における遷移材齢時コンクリートの応力

依存性ひずみ成分の定式において【β5】=[β5]および町ル=1,∈=0とし,応力依存性

ではないひずみ成分を0として,さらにJ′をJβおよびどをuβで置き直せば,それがその

まま水平境界面における応力と変位の関係を示していることが解る.従って,最終的には

式(2-57)から水平境界面における応力と変位の関係が次式で得られる･

d(Jβ)=[nβ]●1匿](([Jト[◎β1])【d(uβ)-d(⊥β2((Jβ)))

ー(7β+△7β)
ムーム0

ム0 )几β蒜d巨52蒜dま〉(3-5)

ここで

〔nβ]=【J】+[且5】(才一◎β1)([エβ1]+

[◎β1】=

(‡〉､J=

∂｣㌔ ∂j㌔

否て;言古市コ
T【且β]

-んβ+器丁匿】否認
箸

ーんβ+器丁岬堰話

んβ=
∂蔦T∂蔦

∂(up)∂(Jβ)

75●mβ

岩(
ムーノニヾt.

ム0

几8~1∂蔦 ∂蔦T

∂(J5)∂(Jβ)･蛮)(3-6)

(3-7)

(3-8)

(3-9)

但し,7βおよび㍑βは水平境界面における粘塑性係数および材料定数を表し"[上β1(Jβ)】お

よびd(エβ2(Jβ))は水平境界面における粘弾性パラメータを表している･

3.4 Joint要素による離散化および水平境界面の支配方程式

ここでは,水平境界面を形成するブロックが2章で述べたように既に有限要素で離散化

されている場合を考える.前述したように水平境界面は変位の連続性をもたない不連続面

であるため,水平境界面は図3.4に示すJoint要素[Goodman(1968)]を用いて離散化され

ることが適当であると思われる.

Joint要素の節点変位(由)はz軸の正の方向の要素の節点変位(頃)と負の方向の要素の

節点変位(毎)から構成される事は明白である･そこで(由)=【(豆1),(毎)】とする･また,

適当な形状関数マトリクス【Ⅳ呵を用いて

(勘)=[ⅣⅣ](坑),(祝2)=[Ⅳ呵(毎)
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図3.4:Joint要素

と表されることができる.最終的に式(3-2)および式(3-10)から不連続要素内の変位(u)

は不連続要素の節点変位(由)を用いて次式で表される･

(祝)=([Ⅳ呵-[ⅣⅣり(元)=[媚(由)

但し,[凡】=([Ⅳ呵,-[Ⅳ呵)である･

次に,不連続要素に働く等価節点力(点)を考えると仮想仕事の原理より

上申)TdHdA一時)T堰)=0

(3-11)

(3-12)

が得られる.そして式(3-5)および式(3-11)を式(3-12)に代入すると次式が得られる･

叫宜押陣1[卿ト[叫)【榊嘩トd略e卜串}]=0(3-13)
ただし,Aは水平境界面の面積である.また,

叶藍)=か撒｢1[且冊-【叫)叶㍍((J5)))dA
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+帥丁軒匿](…◎β抽+△75)(ム0 )几8蓋d舶

+帥r【n√1【郷叢㌣
である.

任意の節点変位に対して式(3-13)が成り立つためには

堰)+呵や∴)=上[畔[n5]-1捌[什｣率1])【瑚Ad(由)

(3-14)

(3-15)

でなければならない.

よって弾性,塑性,粘弾性および粘塑性を考慮に入れたバネにより結合された不連続要

素としての水平境界面の支配方程式は式(3-15)で与えられる･

3.5 修正されたり夕一ンマッピング手法

通常,降伏後の解析は弾性状態で仮の応力増分を算定した後,降伏関数の正負を判定す

ることにより載荷除荷条件が判定される.載荷条件の場合は降伏曲面上に垂直に応力を

戻す作業いわゆるリターンマッピングがなされるが,境界面を扱う際,境界面の変位増分

が剥離により急激に大きく発生する場合,リターンマッピングがなされる際,仮の応力増

分が非常に大きく計算され,応力は降伏曲面上の誤った位置へ戻される可能性が非常に高

い.そのような問題を解決するために,境界面モデルを用いた解析手法においては降伏後

の応力状態において載荷条件と判定され かつ降伏関数の値が極めて大きくなった場合に

は,図3.5に示すように,戻す前の応力に対してF=0.1程度の降伏曲面上に一旦応力を

応力経路に沿って逆に戻し,そこの位置の応力をさらにダ=0の降伏曲面上に垂直に戻

すようなアルゴリズムとした.即ちここで述べた操作は二段階的に応力を降伏曲面上に戻

しているだけにすぎない.ここで強調すべきことは降伏曲面に応力を戻す方法が何であ

れ,変位の適合条件および力の釣り合い条件が満たされているならばイタレーションによ

り得られた解は(数値解析上の)正解であるということである.以上の手法を用いればイ

タレーションの回数は増えるが,全ての解析期間を通じて安定した解が得られる.

解析においては,境界面要素全節点の不平衡力のユークリッドノルムと境界面要素全

節点の等価節点力のユークリッドノルムの比がイタレーション回数が10回以下の時は

1.0×10-3,10回を越えたときは5.0×10-3となったとき収束したとみなす.
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応力経路

図3.5:修正されたリターンマッピング

3.6 まとめ

本章では,2章で構築された遷移材齢時コンクリートの応力ひずみ関係を基に,弾性,

塑性,粘弾性および粘塑性変形を考慮に入れた水平境界面の変形挙動に関するモデル化を

行い,水平境界面における力の釣り合い式を誘導した.本章で提案した水平境界面におけ

る力の釣り合い式と,2章で構築された単一材料としての遷移材齢時コンクリートの変形

を支配する方程式を重ね合わせることにより,初期ひずみ問題を有する一般的な層状打設

されたマスコンクリート構造物に対する変形解析が可能となる.
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4 構築した理論における遷移材齢時コンクリートの材料パラ

メータの同定手法

4.1 概説

前章で遷移材齢時コンクリートの変形挙動に関する理論モデルの構築を行ったが,実際

に数値解析を行うためには理論モデルにおける材料パラメータを適切に決定させる必要が

ある.その内,透水係数については村田およびPowersらによって実験的に評価されてい

る[村田(1961),Powers(1954)]･また,間隙率および水和によるセメントの体積収縮量の

算定については代表的なものとして川角らの研究がある【河角(1981)トまた,弾性変形,

粘弾性変形および熱変形に関して現在まで多くの研究がなされていることは論を待たな

い.従って,塑性および粘塑性変形成分以外については材料パラメータの同定は容易に行

えるであろう.一番問題となるのは塑性変形と粘塑性変形成分の同定である.なぜなら塑

性成分と粘塑性成分を厳密に分けた研究というのは現在まで全くなされておらず,一般的

には塑性成分と粘塑性成分を足したものとしてそれを塑性成分と呼んでいるからである.

本研究では塑性成分と粘塑性成分を理論上厳密に区別するため,塑性成分と粘塑性成分を

客観的にまず分離して考えなければならない.そうした上で塑性成分と粘塑性成分に関す

るパラメータを同定する必要がある.

本章ではまず間隙率,透水係数等の材料パラメータの同定方法を示した後,有効応力に

依存するひずみ成分即ち弾性,塑性,粘弾性および粘塑性成分のみを考え,これらの成分

を繰り返し一軸圧縮試験結果から個々に分離する手法を提案する.水平境界面特性に関す

る破壊構成則についても言及する.

4.2 セメントペーストの水和過程に基づく間隙率の同定手法

遷移材齢時コンクリートにおいては間隙率は材齢や水和の程度によって変化する.ここ

では河角らの研究を基に,間隙率を算定した.水和速度が未水和水内のセメント量に依存

すると仮定すると,水和過程は次式で表される[河角(1981)】･

(/('JJ

df =た0(1一陀0)壬~乃0(Ⅳ-7pC月う(C-Cg)
(4-1)

ここでC,CgおよびⅣはそれぞれ1m3当たりの初期セメント量,水和セメント量お

よび初期水量である･7pCgは1m3当たりの水和水量を表す･また7pは完全結合水セメ

ント比であり,0.25～0.38の値をとる.材齢まの単位は日であり,た｡,陀｡は水和パラメー

ターであり,200C下での水中養生においては,それぞれ7.419×10-1,8.928×10~6であ

46



る･式(4-1)を初期条件f=0でC〃=0の下に解くと

Cg
1-eXp[(7pC-Ⅳ)ん0ま1~几0】

1-7pC/Ⅳexp[(7pC-Ⅳ)た0壬トγ乙0】

,br筈≠7p
(二l`〃

7p緑トれC

1+7pたofトれ0 ×C,br筈=7p

(4-2)

(4仙3)

間隙率どは初期の水の比体積Vレ｡から水和による間隙水の減少を考慮することにより

次式で表される.

∈=レⅣ0(トつ′pごガ/Ⅵ′) (4-4)

初期間隙率は,全体の体積に対する水の体積比と仮定することにより配合から得ることが

できるて 材齢の進行と共に水和が進行し,間隙率は低下するが,その時の間隙率は,初期

水体積の減少を考慮に入れた式(4-4)により計算される･

4.3 透水係数の同定手法

遷移材齢時コンクt｣-トの透水係数に関しては,2章で述べたようにDarcyの法則が適

用できるかもしれない.しかし,このことは実験的確証がないため,誤っていることもあ

り得る.本研究では,過去の実験結果に基づいて透水係数の値を評価する.村田は,材齢

28日での硬化コンクl｣-トに対して透水試験を行い,最大骨材粒径の違いによる透水係

数とⅣ/Cとの関係を報告している[村田(1961)]･その結果を図4.1に示す･村田は,材

齢28日の透水係数は材齢14日のものに較ベ0.6倍に減少することも報告しているが,材

齢14日以前の若材齢コンクリートに対しての詳細な報告は行っていない.本研究では,

T.C.Powersが行った研究を考慮することにより外挿を行った.材齢14日のコンクリート

の透水係数は初期に比べ10-6倍に減少するとPowersは報告している[Powers(1954)]･そ

の実験結果を図4.2に示す.実験結果は材齢28日のコンクリートの透水係数の値によって

正規化されている.ここでは水セメント比は70%である.透水係数は,初期に比べ材齢

5日後で10-4倍,さらに材齢14日では5日後に比べ10-2倍の値となっている.

図4.2はセメントペーストを用いての結果であるが,材齢によるコンクt｣-トの透水係

数の減少割合は未だ実験的に解明されていない.そのため本研究ではとりあえず,これら

の透水係数の減少割合はコンクリート全ての配合に適用できるものと仮定した.そして村

田およびPowersの実験結果を補間することにより透水係数を評価した.村田の試験結果

より,材齢28日の透水係数た28は次式で評価される.
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水セメント比

図4.1:村田らによる透水係数実験結果[村田(196用

円
蓋
露
墜
貴
型
吏
£
仙
空
翳
相

打
森
準
貴
職
e
皿
∞
N
韻
語

材齢(日)

図4･2‥Powersらによる透水係数実験結果【Powers(1954)】
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k28=5.37×10-8exp(5.94･lりC)最大骨材寸法=25mm

k28=6･54×10~8exp(6.16･Ⅳ/C)最大骨材寸法=40mm

k28=5･76×10~8exp(7.59･l竹C)最大骨材寸法=80mm

(4≠5)

但し,Ⅳ/Cは水セメント比である.またPoⅥrerSの試験結果より透水係数たの減少割合は

た28を用いることにより

loglO£=〈2_7fご号f71｡.5デ‡才‡去
(4-6)

と線形補間することができる･従って,透水係数は式(4-5)および式(4-6)により定量的

に評価できる.

4.4 有効応力依存性ひずみ成分の実験的定義と同定手法

4.4.1 各ひずみ成分の定義

2章において,遷移材齢時コンクリート中の応力依存性成分は弾性,塑性,粘弾性およ

び粘塑性4つのひずみ成分から成ることを述べた.コンクリート中の応力依存性ひずみ

(e5)は2章で述べたことから次式で表される.

dM=咋e)+筈d柑+笠喘)+笠咋ぎ)

咋e)=(1-ど)~1【β5]d(J′)

d(錯)=[エ1]d(J′)+d(上2((J′)))

購}=人品

叫ギ}=7(土語)れ芸dま

但し,

(4-7)

(4-11)

ここで,弾性ひずみ成分はコンクリート骨格に作用している一方で塑性,粘弾性および

粘塑性ひずみ成分はセメントペーストに作用していることを記しておく.
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実際問題としてはコンクリートにおける変形の測定はマクロ的なものが殆どであり,通

常弾性,塑性および時間依存変形というのはコンクリート試験体に対する見かけの変形を

表すことが殆どである.そのため,コンクt｣-ト全体としての見かけの変形で議論するこ

とが便利であることが多い.コンクリート骨格における見かけの塑性,粘弾性および粘塑

嘩〃e)=笠d的=筈([上1肘)+姉(抑))

咽=笠購}=筈A蒜

畔}=笠昭}=影(㌔塁)7芯dま

(4-12)

(4-13)

(4-14)

と表すことができる･ここで嘩e),嘩γe),頼りおよびd¢叩)はコンクリート骨格に生

じる見かけの弾性,粘弾性,塑性および粘塑性ひずみ成分である.

本研究では,コンクリート骨格中に生じる各々の見かけのひずみ成分を表4｡1に示す基

準のもとで定義する.

ここでの定義を図4.3に示すような1サイクルのコンクリートの一軸圧縮載荷過程に適

用する.言い換えれば,載荷を始める応力が0からある応力レベルまでと除荷過程におい

て応力が0になるまでの過程にこの定義を適用するということである.

弾性ひずみは初期の応力ひずみ関係において接線を求めることにより得ることができ

る･弓重度の1/3～1/4の点を越えると応力経路は初期接線から逸脱するため,結果として

粘弾性ひずみ,塑性ひずみ,粘塑性ひずみが生じる.塑性ひずみ,粘塑性ひずみの初期値

は降伏関数の位置により定義できる一方で,粘弾性ひずみには,先に述べたような基準が

存在しない.それについては後述する.1サイクルの圧縮載荷の載荷の終わりの状態,即

ち除荷後の応力0の状態においては残留ひずみが存在する.残留ひずみは,ひずみの非回

復成分であり塑性ひずみと粘塑性ひずみの和で表される.それらの残留ひずみは各々の繰

り返し載荷における最大応力に対応する値となる.数回繰り返しを行い毎回の繰り返し

においての最大応力,残留ひずみ,最大応力に達するまでに要する時間を記録することで

実験的に塑性ひずみと粘塑性ひずみの和を継続して算定することが可能である. 一方,

粘弾性ひずみは全ひずみから弾性ひずみと残留ひずみを引くことにより求めることがで

きる.再載荷の際,元の除荷地点に達するまでは弾性および粘弾性成分のみが発生すると

仮定した.その理由は,応力および全ひずみは元の除荷地点に戻ることが実験的に確認さ

れているからである.即ち,この方法は可逆的でありその後に再び塑性ひずみと粘塑性ひ

ずみの部分が現れる.以上までは,ピーク弓重度前の種々のひずみ要素を得る方法を仮定し
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表4.1:各ひずみ成分の特性

弾性 塑性 粘弾性 粘塑性

時間依存 No No Yes Yes

非時間依存 Yes Yes No No

可逆性 Yes No
円

Yes No

非可逆性 No Yes No Yes

応力

㌢ ひずみ

+粘塑性ひずみ粘草性ひずみ草性ひずみ

図4.3:4つのひずみ成分の定義

たものである.ピーク強度後は軟化時の応力ひずみ関係を考慮すべきであるが,この領域

では,厳密には局所化の影響を考慮しなければならない.そのためには実験において局所

化の部分に特に注目する必要があるが,本研究では,簡単のためポストピーク後の局所化

の影響は無いと仮定した.なぜなら本節では残留ひずみとそれに含まれる異なる二つの要

因即ち塑性ひずみと粘塑性ひずみの分離手法の構築がもっとも肝要であるからである.
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表4.2:実験に用いた配合

粗骨材

最大寸法

スランプ

(cm)

空気量

(%)

Ⅳ/C

(%)

5/α

(%)

単位量(桓/m3)
水 セメント 細骨材 粗骨材

(mm) W C S G

25 7.0土1.5 1.5土1.0 55 41 173 314 748 1093

4.4.2 残留ひずみにおける塑性ひずみと粘塑性ひずみの分離と粘塑性パラメーターの同

定手法

ひずみ成分の分離を行うためには適切な塑性,粘塑性構成則モデルを選択する必要があ

る･本研究では,分離を説明するために最も簡単な破壊構成則モデルであるDrucker-Prager

モデル【Drucker(1952)】を鱒縮子午線上でMohr-Coulombの六角錐に適合させ採用した.

しかし,一般的なひずみ成分の分離の概念ではさらに精巧な材料モデル[Tanabe(1994b),

Gupta(1997)]を適用すべきであると思われる･式(4-15)に示すDrucker-Pragerモデルは

硬化と軟化のモデルである･また用いた内部摩擦角は,井上らの実験[井上(1990)]をも

とにして270と定めた.井上は三軸圧縮試験を行い若材齢時のコンクリートの内部摩擦

角は材齢にはほとんど依存しないことを確認した.即ち,本研究ではαは,全ての経過

の間変化せずたの値のみ変化すると仮定する.破壊曲面の円錐の角度の変化がないため,

破壊曲面はJl軸に沿って前方や後方へ移動する.

ダ=αい､信一た(ご｡p),α=
2sinβ

ヽ乃(3-Sinβ)
(4-15)

ここで,Jlとノ方はそれぞれ応力の第一不変量,偏差応力の第二不変量である.一軸圧

縮応力場においては軸応力Jlを用いて

ダ=ト耕一た(どep),芸=α一義
(4-16)

のように表すことができる.

前述の井上らによる実験と同様の配合(表4.2)で遷移材齢時コンクリートに対する繰り

返し一軸圧縮試験が安藤によって行われている[安藤(1997)].実験は材齢および載荷ひず

み速度を変えて行われており,実験パターンは材齢については12時間,24時間,36時間

および48時間,載荷ひずみ速度については10p/sec,20FL/secおよび200〃/secの計12通

りである.実験結果を図4.4に示す.

粘塑性ひずみは時間と関係があることにより一定載荷速度における繰り返し載荷での最

大応力と残留ひずみは三つの直交軸で構成され,垂直軸に残留ひずみ,水平軸に時間と応
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図4.4:遷移材齢時コンクリートの応力ひずみ関係

53



力を持つ空間上で平面または緩い曲面を三次元的に構成する.降伏した後の残留ひずみに

要した時間はひずみ速度を一定にして載荷しているため測定することが可能である.そし

て残留ひずみは降伏した後に発生する.そして,本研究では,応力がひずみ速度20〃/sec

における一軸圧縮強度の1/3地点に達したときの時間を計測し始める時間とした･ひずみ

速度の変化により異なる平面を図4.5に示す.これらの表面を適用することで応力,残留

ひずみ,時間の関係を示す実験的表面を構築することは可能である.この平面を本節では

特性粘性表面と呼ぶことにする.次に,図4.5に示すように一定応力平面によって表面を

切断する.応力を一定に保ったときの切断線は残留ひずみと時間の関係を示す.2章で構

築されたモデルに適合させると式(4-17)で示すように積分式で与えられる･

/射伊=/射/㌢(誓)篭dま

=ど言+影(α一志)(誓)几≠
(4-17)

ここで,亡言および己;pはそれぞれ軸方向に生じた塑性および粘塑性ひずみ成分である.さ

らに,

∫=αfl+v･′宕=ト誹
である･J｡はJ=ふ=頃0)の時のJlの値,即ち降伏応力であり,

ふ
Jo=

(α一志)

(4-18)

(4岬19)

となる.

なお,繰り返し載荷試験は極めて短期的であるため,材齢に対する粘性係数7の変化

△7は無いと仮定している･上式に示す咤ル7(α-1/ヽ乃)((ノーふ)/ふ)れとど冒は切断線

における傾きと切片である.しかし,切断線はピーク前後の領域に対応して2本存在す

ることは記しておく必要がある.本研究では降伏後の応力とひずみの関係はSaenzの式

[Saenz(1964)]により表されると仮定した･即ち,

(1Er｡β
Jl~Jo= (4-20)

ここで,er｡βは軸残留ひずみ,己r｡叩αごはピーク強度時での軸残留ひずみである･また,

Seanzの式ではピーク弓重度即ち一軸圧縮弓重度ぶは

£=-Cl己r｡町乃α｡
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図4.5:特性粘性曲面
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で与えられる.

図4.6に示すようにSeanzの式は実際の残留ひずみと応力関係を良くとらえていること

が解る.一方,軸ひずみ速度をそれぞれごi=ど;=e冒=eie=ど;pのように各ひずみ成分

一定と仮定した場合どr｡β=V(ど言)壬となる･但し,V(E;)は一定ひずみ速度である･しか

し,実験では,図4.7に示すように残留ひずみは経過時間の2乗と近似関係になっている.

この関係を適用し,式(4-20)と達成させることで特性粘性表面を得ることができる･任

意の応力について式(4-20)はプレピーク領域とポストピーク領域における残留ひずみが

発生するために要する二つの経過時間を与える.次に,図4.5に示す二つの異なる直線は

特性粘性表面と応力一定平面の交差した線である.ポストピーク領域についての直線につ

いては後述し,ここではプレピーク領域での直線に注目する.種々の応力一定平面により

表面を切断する切断線は大体において直線的である.それ故に,それぞれの応力に対応す

る直線において時間が0の時の値即ち切片と傾きの2つの値が同定できる.これを式で示

すと,

ごr｡5=α(Jl)f+ら(Jl)

α(Jl)=筈7･(土語)m芸笠7･トお･(
Jl一打o

Jo

(4-22)

(4-23)

ら(J)は時間が0の時の切片であり,式(4-17)に示すように塑性ひずみとなる･最小二乗法

を用いて傾きと切片を求める.そして,その結果を図4.8および図4.9に示す.図4.8は式

(4-23)においてそれぞれの材齢による応力とα(Jl)の関係を示している･そして,町ル

の値が決定されれば,粘塑性パラメーター7およびmはこの図より求めることが可能であ

る･簡単のため初期の配合から佐〃′=0.15と決定した･最小二乗法を用いることで表

4.3に示す値が得られた.求めるに当たりmの値は2.0とした.7の値は,材齢12時間の

ときに12.1/dayであるが材齢48時間では1.41/dayとなっており急速に減少しているの

がわかる.よって7は,図4.11のように硬化材齢の関数として次のように表すことが可

能であろう.

7(り=22.Oe~0･75りβαy5 (4-24)

4.4.3 ポストピーク領域での粘塑性パラメータの同定手法

ポストピーク領域では,図4.10に示すように,ひずみの局所化現象が生じるため,特

性粘性表面は変化する.本研究では簡単に局部帯の長さをβゼと仮定し純塑性,粘塑性ひ
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図4.8:粘塑性ひずみと応力との関係

59



l

草
色
邑
こ
首
･
b

図4.9:塑性ひずみと応力との関係

60



=∴ノニニニ〔い

‥㌻---+[〓]…
み

酢
蛸
[
〓
]

I[]…
〒上

βt

♂t

A

+[且

図4.10:ポストピーク領域におけるひずみ局所化現象

ずみは(1-β)ゼの弾性除荷部分を考慮することで式(4-25)を得ることにした･

射dど;p=舞+岩･誌
但し,且(f)は材齢tにおけるコンクリート骨格の弾性係数であり,

瑚=(トど)一1(笠貯+笠瑚))~1

(4-25)

(4-26)

特性粘性表面は式(4-25)で示す式によりポストピーク領域において拡張することがで

きる.これらのことから,粘塑性パラメーターである7と柁はポストピーク領域で得る

ことができる.しかし,局部帯βゼは本研究では考慮しないと仮定しているためプレピー

ク領域で求められた↑の値を適用する.そして,ポストピーク領域での塑性ひずみはプレ

ピーク領域での7の値を用いて求めた.求めた塑性ひずみを黒丸によって図4.9に示す.

4.4.4 塑性ひずみに対する硬化パラメーターの同定手法

図4.9においてプレピーク領域では塑性ひずみの増加と共に応力は増加し,ポストピー

ク領域以降では塑性ひずみの増加と共に応力は減少していく.即ち,これは等価の塑性

ひずみと等価一軸応力の関係を正確に表している.図4.9は材料が硬化と軟化塑性材料で

あることを示唆している.Drucker-Prager材料の硬化および軟化特性はαとkが徐々に

変化してゆく降伏関数によって表される.しかし,前にも述べたように井上によって行わ

れた実験では内部摩擦角が硬化過程による影響はほとんど受けないとされている.そし
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図4.11:7と材齢との関係

てた(ご｡p)だけが,硬化過程による影響を受けると仮定している･図4.9に示す一軸圧縮試

験の塑性ひずみ一応力関係により次に述べる方法でたの値を同定した.図4.9よりコンク

リートの等価一軸有効塑性ひずみ己:pと等価一軸有効応力J｡との関係は次式で表される･

dJ｡=〃･de:p (4-27)

一軸圧縮試験によりJ｡=Jlとすることができるが,ご;pはコンクリートにおける等価一

軸塑性ひずみであることに注意しなければならない･故にど:p=咤ル･己｡pの関係より

dJe=笠ガ･deep
(4-28)

が得られる.一方,次式のコンシステンシーコンディションはDrucker-Prager材料のkに

関する微分方程式を与える.

抑=卜占)ゐ1一畔ep)=0
式(4-29)を考慮することで

姉p)=/ト去)れ=/(α一志)筈gdどep
62
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表4.3:同定された粘性係数7(m=2.0)

材齢(Days) 0.5 1.0 1.5 2.0

7(りDays)
12.1 17.8 5.56 1.41

表4.4:同定されたコンクリートの見かけ上の粘弾性パラメータ

¢0(り 田 Tl Ⅳ ヱノ

0.302～

1.208

0.3 1.0×10~12 20 0.17

を得る.故に,図4.9よりそれぞれのひずみ増分でgの値を知ることにより塑性パラメー

ターた(ど｡p)もまた求められる･しかし,ピーク応力近傍では塑性ひずみのデータは得るこ

とはできない.その理由はピークポイント近傍では交差する直線は存在しないことが明ら

かであるからである.故に,その領域では,最大応力を含んでいるデータを補間すること

でピーク付近の塑性ひずみを同定した.その結果,等価一軸塑性ひずみと等価一軸有効応

力の関係は残留ひずみの関係と同様にSeanzの式で良く近似される.

4.4.5 弾性パラメータの同定手法

弾性パラメータとしてはコンクリート骨格の弾性係数および弾性ポアソン比があるが,

コンクリートの弾性係数は先に述べたように一軸圧縮試験結果の初期勾配から算定する

ことができる･その結果コンクリートの弾性係数E(t)と材齢まとの関係は次式で示す通

りである.

β(り=
5.030×104×f

2.911+f
(4-31)

コンクリートの弾性係数坤)は式(4-26)に示すように間隙率,骨材およびセメント

ペーストの弾性係数およびセメントおよび骨材の体積比によって表される.骨材単独の弾

性係数の測定は困難であるため,骨材およびセメントペーストそれぞれの弾性係数の同定

は極めて困難である.しかし,2章で構築した理論は最終的にコンクリート骨格の弾性マ

トリックスを用いているため,骨材およびセメントペーストそれぞれで弾性係数を同定す

る必要は計算上無い.故に,弾性係数の同定はコンクリートまでに留めることにする.

弾性ポアソン比は初期における軸ひずみと横ひずみの比から決定されるが,弾性係数の

場合と同じ理由から弾性ポアソン比の同定についてもコンクリートまでで留めた.その結

果,コンクリートの弾性ポアソン比は材齢によらず0.17となった.
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表4.5:同定された4つのひずみ成分のパラメーター

コンクt｣-トの見かけの弾性ひずみ

弾性係数(MPa) (5･030×104×r)/(2･911+r)

r‥材齢(日)
弾性ポアソン比 0.17

l

塑性ひずみ

β=270,α=
2sinβ

J宮(3-Sinβ)'

!1亡ep

1+(賢一2)蓋+(霊ニ)2

た(ごep)=ト去)

Jo(MPa) (-18･31×r)/(8.154+r)

ど1
世

1･972×104exp(-0.937/r2)

ど2 2.000×103exp(-0.700/r2)
eep,mαご

-2･637×10~3exp(-1.002了｢)

コンクリートの見かけの粘弾性ひずみ

紳,ま′)=¢0(ま′)(才一f′)m

¢0(ま′)田 Tl Ⅳ クリープポアソン比

0.302～

1.208

0.3 1.0×10-12 20 0.17

れp=7･(α-お･(
Jl一打o

Jo

7=22･Oexp(-0.75T)1/Days

)乃7れ=2.0
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4.4.6 粘弾性パラメーターの同定手法

粘弾性ひずみは次式によって与えられる.

de;e=dE;-dら｡β-dE; (4-32)

式(4-32)の右辺のすべての項は実験値より求めることができる.故に,粘弾性ひずみ

は実験的に直接決定することができる.その結果,各々の材齢のコンクリートにおける粘

弾性係数は図4･12のように得られた･本研究では図4.12を用いて¢けりで表されるコン

クリートの粘弾性関数を適合させることを試みた.結局次式で粘弾性係数を仮定し最小二

乗近似することで¢｡(f′)とmを求めることが可能である.

紳,舌′)=生ユ=¢0(伸一りm
どe,1

得られた値を表4.4に示す.

(4-33)

コンクリートの粘弾性関数を得ることで2章で述べたセメントペーストにおける粘弾性

コンプライアンス関数ん(fTま′)は

ん(≠,ま′)=
V¢(f,り

ト/二'(/′J (4-34)

で得ることができる.得られた値を表4.4に示す.

関数C〃(丁)は式(4-33)の関数から最小二乗法により求められる.具体的には次の通り

である.

0.3Tl<£<0.5TⅣに対して,値ごmは経験的に次式で良く近似される.

ご㍑=∑A〝[1-eXp(よ仇)]
〃=1

ここで,

α(n)㌦ 〃<Ⅳ-1

1･2α(m)㍉.〃=八r ,㌦=

-ム(n)㌦ 〃=八r+1

10〃~1Tl〃≦Ⅳ

105TⅣ 〃=Ⅳ+1

(4-35)

(4-36)

柁,TlおよびⅣを前もって定数として与えておけば,式(4-35)に適当なごよ(去=1,2,･‥,た)
を与えることにより結局次の間題に帰着させることができる.
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図4.12:粘弾性係数と時間との関係
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図4.13:ご乃と式(4-35)との比較

Ⅲ=錘-∑A〃[1-eXp(勒h)】〃=1 )2→minとなるα(m),み(m)を求める｡(4-37)

結局,式(4-37)はα(陀),ら(㍑)に関する2次式で表されるため,∂Ⅲ/∂α(m)=0および

∂Ⅲ/∂ら(n)=0の条件から直接α(m)およびみ(m)を計算することができる･すると式(4-35)

によりご几の近似解を得ることができる･図4.13は式(4-35)に乃を適宜与え計算して得ら

れたものである.

図4･13よりェ乃は非常に良く式(4-35)で近似されることがわかった.

従って,式(4-35)のごをト｣′,ⅣをⅣ-1で置き換え,さらに両辺に(り咤)¢｡(fW坤′)

を乗じることによりq(りおよび㍉が決定される.即ち,

1

('′▲(/′)

となる.

〃<Ⅳ-2

〃=Ⅳ-1?㍉=

/′=▲＼'
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また,粘弾性ポアソン比に関しては,現在まで幾つかの研究がなされてはいるが,特に

定説は無いようである[Neville(1970)]･そのため,本研究では粘弾性ポアソン比は弾性ポ

アソン比に等しいと仮定し,材齢によらず0.17とした.

以上述べた手法によりコンクリートの弾性ひずみ,粘弾性ひずみ,塑性ひずみ,粘塑性

ひずみを分離することが可能となった.このことは2章における理論モデル中の全ての材

料パラメーターを求めることを可能にする.各ひずみ成分全ての値を表4.5に一覧で示す.

4.4.7 提案した手法の妥当性

前章で構築されたモデル並びに前節までで同定された材料パラメーターをそのまま用

いて一軸圧縮繰り返し試験におけるコンクリート試験の応力ーひずみ関係を数値計算に

よる再現を行った.解析は2次元平面応力状態で行われ有限要素は4節点アイソパラメ

トリック要素とした.図4.14および図4.15に,ひずみ速度が20FJ/secと200〃/sec,また,

コンクt｣-卜の材齢それぞれ12時間,24時間,36時間,48時間それぞれの実験結果に

対する計算結果を示す.図4.14および図4.15より計算結果と実験結果はよく一致してい

ることが分かる.これらの計算例により,各ひずみ成分の分離手法の妥当性が示されただ

けでなく,粘弾性,粘塑性構成則の特性をより正確に検討することができる.本提案手法

は繰り返し一軸圧縮試験を行うことのみで弾性,塑性,粘弾性および粘塑性ひずみを分離

することが可能であり,特別な試験装置に頼ることなくこれらのひずみを分離することが

できる.さらに本提案手法は一般的な方法論であるため,任意の時間依存ひずみ硬化型摩

擦材料に対しても適用可能である.従って,例えば本章では簡単なDrucker-Pragerの破

壊構成則を用いて同定を行ったが,一般的な破壊構成則,例えばGuptaらによって提案

された統一化塑性モデル【Gupta(1997)]であっても基本的には同様の方法で各ひずみ成分

を同定することは可能であると思われる.

4.5 境界面モデルにおける破壊構成則および材料パラメータ

4.5.1 解析に用いた水平境界面における破壊構成則

本解析では式(3-4)で使用した水平境界面を表す降伏関数蔦としてWuらによって提

案された次式のような双曲線型の降伏関数を用いることにする[Wu(1993)]･

F:=CT三z-(c*-Jzztan4)*)2+(c*-X*tan4)*)2
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図4.14:一軸圧縮試験結果の再現(材齢12時間および24時間)
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ここで,C*およびダは塑性仕事による損傷によって変動する水平境界面における粘着力

および内部摩擦角であり,次式のような関係が成り立つとされている.

c*=C｡eXpト(mLJ)2】

¢*=¢｡+(¢-¢｡)桁〟≦1

¢*=¢ 山>1
(4-40)

ここで,C｡は降伏直後の粘着九¢｡および¢はそれぞれ降伏直後および終局時の内部摩

擦角である.勿論これらの物性値は材齢に俵存するであろう.また,

X*=ム(1一山)山≦1
X*=0 ｣J>1

である･ここで,ムは水平境界面における一軸引張弓重度である･式(4"39)は任意の降伏

後の応力状態に対してConvex(凸性)を満たしており,剥離問題のような圧縮引張領域

が混在する問題に対しても塑性解析が可能である.

4.5.2 水平境界面における材料パラメータ

上述のように破壊構成則を与えるならば,水平境界面における材料パラメータは水平境

界面における弾性剛性んごZ,たyヱおよびたヱZ,境界面の粘弾性成分を表す粘弾性関数や水平

境界面の粘塑性成分を表す粘性係数に加えて,水平境界面における降伏直後の粘着力c｡,

降伏直後および終局時の内部摩擦角¢｡および¢,一軸引張強度ムおよび損傷の程度を表

す材料定数mとなる.これらの材料パラメータについては物理的には意義があるものの,

実験等により客観的に同定することは極めて困難である.そのため,以降の水平境界面モ

デルを用いての数値解析においてはこれらの材料パラメータは殆どの場合において推定

値とした[石川(1998)]･

4.6 まとめ

本章では2および3章で構築した理論モデル中における材料パラメータの同定手法につ

いて述べた.得られた知見を以下に示す.

●間隙率および透水係数の同定手法を示した.
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.応力依存性ひずみ成分即ち弾性,塑性,粘弾性および粘塑性成分の分離を繰り返し

一軸圧縮試験結果により試み各ひずみにおける材料パラメータの同定手法を提案し

た.その結果,提案した弾性,塑性,粘弾性および粘塑性ひずみの分離手法は元の

実験結果を精度良く再現しており,本提案手法の妥当性を示した.また提案した手

法は一般的な方法論であり,時間依存ひずみ硬化型摩擦材料であれば任意の破壊構

成則および材料に対して適用することが可能である.

.境界面における材料パラメータについては本研究においては推定の域を脱し得ず検

討の余地が十分存在しており,今後実験などにより客観的に求める必要がある.
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5 遷移材齢時コンクリートのクリープ変形に関する考察

5.1 概説

一般に,コンクリート構造物の設計および解析等では,"一軸状態での一定持続圧縮

載荷において発生する圧縮クリープひずみと一定持続引張載荷において発生する引張ク

リープひずみの絶対値は等しい"という仮定,即ちDavis-Glanvilleの法則[Davis(1937),

Granville(1939)]を認めている･ところがこの法則は極めて長期的な材齢で考える硬化コ

ンクリートに対しては成り立つが,コンクリート打設後からの極めて短期的な材齢(おお

よそ材齢にして2週間程度)の範囲では,この法則は成り立たないことが森本,後藤およ

び入夫らによって実験的に確認されている[森本(1993),後藤(1995),入矢(1998)トさら

に,遷移材齢時コンクリートでは,一定の一軸圧縮変位下での圧縮応力の緩和(圧縮レラ

クセーション)および一定の一軸引張変位下での引張応力の緩和(引張レラクセーション)

もクリープと同様に異なることが森本らによって実験的に報告されている[森本(1988)〕･

これらの現象はまだ理論的に解明されておらず,現在のコンクリートの設計に対するク

リープの考え方というのは全て硬化コンクリートにおいて成り立っているクリープ関数を

そのまま遷移材齢時コンクリートにあてはめようというものであった.

このような考え方は簡便ではあり,機能上さして厳密な変形予測をする必要のないコン

クリート構造物に対しては有用であるのかも知れないが,遷移材齢時コンクリートの変形

挙動を正確に予測しようとする見方をするならば,この考え方は遷移材齢時コンクリート

の変形挙動を精度良く予測する上で最大の障害となっていたことは確かであろう.

遷移材齢時コンクt｣-トは未水和水を多く含むことから,遷移材齢時コンクt｣-トの圧

縮および引張クリープの違いを解明する鍵は内部的な水分移動の影響を調べることにあ

ると思われる.

本章では,まず,遷移材齢時のモルタル供試体に外力を作用させ,それによって生じる

内部間隙水の流出量の測定実験[石川(1993)】を行い,水分移動が起こり得るかどうかの確

認を行った後,過去なされた遷移材齢時のクリープ試験およびレラクセーション試験を基

に構築された理論モデルを用いて,遷移材齢時コンクリートのクリープ変形に関する考察

を行った.
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間隙水の流出量=(WO-Wl)/沐の単位体積重量)/(供試体体積)

図5.1:荷重載荷下での遷移材齢時のモルタルにおける間隙水流出量の測定実験の流れ
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5.2 遷移材齢時のモルタル供試体における荷重載荷下での間隙水流出量

測定実験

遷移材齢時コンクリートクリープ特性の解明の鍵はコンクリート中の間隙水の移動の

影響にあると思われる.しかしながら,その仮説は誤っているかも知れない.第一に,実

際に遷移材齢時コンクリートに変形を与えた場合,間隙水が染みだしてこなかった場合は

仮説は根本的に誤っていることになる.そこで図5.1に示すような遷移材齢時のモルタル

における荷重載荷下での間際水流出量の測定実験を行った【石川(1993)]･モルタルで行っ

た理由は,測定される間隙水の流出量はかなり小さいことが予想され コンクリートで試

験を行った場合,ばらつきの要因が大きくなるためと考えたからである.

まず4>=5cmxlOcmのモルタル供試体を作製した･W/C=63%であり,単位セメント

量は368kg/m3および単位細骨材量は1175kg/m3である･供試体は試験直前まで20土30C

の恒温水槽で水中養生した.材齢1.5,1,1.5および2日毎に供試体を水中から取り出し,乾

いた布で拭き取り,0.01gの精度で測定可能な電子秤で質量を測定した･次に,万能試験

機を用いて一軸状態で一定変位速度(1.0×10~3cm/s)で単調載荷した･荷重がピークに達

したら,載荷を止めて再度乾いた布で供試体を拭いた.そして,再度電子秤で質量を測定

した.

このような荷重作用下における間隙水の流出量の測定は現在まで全く行われておらず,

極めて独創的な試験であることを付記しておく.

75



J ▲ExperiInent

Ca]culationwith^ssumed

ibil叫･

ttO叫ぢコ苫む己ゴーO>

NuIトC

.■
l

___ ｣

▲
▲
l

ト●
-ニー

l.二

愈:笹;三!‡

L:ミ:モ華ミiミミ:ミ:ミミ:‡

▲_‥_._‥.†1二こ:こ:こ:::l■■‥-=■■~~~~

:て‡‡ミミlミミミ…ミミミ;三て_=‥‥‥一一‥‥-●

て‥弾こJヰ量‡:羞㌫三

壷t ■■

■-▲t■

′■
■~

l▼1-■■

∃JコJコ⊂

●▼-●-■

ヽ■---■

■▼-■■l ヰ.●

--,■▼~

l-‥‥-l

■l-･一､■

■■

l-■一一●■

▼■■■■-■

-■▼一一-■

:ヰ√-･･ナ･-･

J

r-∴

トー ー

ー｢-一一

Calcu】a七ionwith Assumd

Comp】･〔野ibility】

l.0 1.5
w鞘ふ榊㈹仙.

2.0

Collt:reteAge(DdyS)

図5.3:流出量試験結果および解析結果

その結果を図5.3に示す.図5.3は各材齢と,流出量の供試体に対する体積比との関係

を表しており,どの材齢でも約0.1～0.2%の流出量が存在することを示している.

各々のケースでの実験結果は比較的ばらつきが小さく抜き取りによる誤差は小さいと

思われる.また,載荷中は勿論蒸発により質量が減少していくが,試験期間における蒸発

による質量減少を測定したところ,載荷による質量減少に比べ非常に小さい値であったた

め,ここで得られた実験値は載荷による流出量であると考えてもよいと思われる.

以上の実験値に対して提案したモデルにより,解析を行った.解析モデルは図5.2に示

すように円柱供試体を3次元直方体に理想化し用いた.要素は8節点アイソパラメトリッ

ク要素を用い,対称性を考慮して直方体の1/8部分のみを解析対象とした.但し,簡単の

ため,水和による収縮,粘弾性および粘塑性成分は考慮に入れていない.解析に用いた間

隙率および透水係数は3.2節および3.3節で述べられた値をそのままモルタル供試体に適

用した.塑性パラメータは一軸圧縮試験に解析解が適合するように定めた.境界条件とし

て,供試体表面において間隙水圧は大気圧と等しいとした.解析では,外部からの流入は

考慮しないため,供試体からの全流出量は,降伏に達し吸い込みが発生する以前までの流

出速度と時間ステップとの積であると仮定した.

図5.3,図5.4にそれぞれ流出量,流出速度,間隙水圧および全応力の解析結果を示す.
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図5.4:流出速度,間隙水圧および全応力の解析結果
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図5.3では実験値と重ねて示されている.流出速度は荷重を作用させるとすぐに発生し,

その後一定値を保つ.しかし,降伏域に達すると,セメントペーストの塑性体積膨張のた

め速度はそれまでとは逆の方向に移行する.すなわち吸い込みを起こす.

材齢0.5日を除いて,実験結果は2つの解析曲線の間に存在している.一つは提案した

モデルそのものである.もう一つは,セメントペーストおよび間隙水を完全に非圧縮であ

ると仮定したものである･これは式(2-77)の力の釣り合い式においてど=0とし,さら

に式(2-89)の間隙水の質量保存則において∈=0,たJ=∞としたものである･

実験値と解析値は,同じオーダーの値となっている.また,材齢が経つにつれ実験値の

ばらつきがめだつが,解析値は滑らかな上昇曲線となってしミる.

以上より,遷移材齢時のモルタルにおいては荷重載荷下で間隙水の流出が起こることを

実験的に確認し,構築したモデルでもある程度までは間隙水の流出量を予測しうることが

示された.従って遷移材齢時コンクリートにおいても荷重を作用させた場合にも同様の現

象が起こると思われる.

5.3 圧縮クリープに関する解析的考察

本節では,電力中央研究所で行われた遷移材齢時コンクリートの圧縮クリープ試験

[原口(1976)]に対して解析的検討を行う.電力中央研究所におけるクリープ試験の概要

を以下に記す.試験装置は図5.5に示すとおりであり,オイルジャッキに油圧を送り一定

荷重に保持し試験は実施されている.油圧の発生,停止は全て自動的に制御される構造と

なっている.

この試験で用いられた配合はlりC=49%,5/α=40%であり,単位セメント量,単位

水量,単位細骨材量および単位粗骨材量はそれぞれ339kg/m3,166kg/m3,730kg/m3および

1063kg/m3である.また,粗骨材最大寸法は40m･mである･供試体は4>=15cmx30cm

であり,それは打設後5時間後に脱型され 銅缶に入れられ直ちに蓋を半田で取り付けら

れている.但し,コンクリート供試体と銅缶の隙間には何ら処理は施されてはいない.所

定の材齢まで200Cの恒温室で養生がなされた後,供試体は材齢0.69,1および3日後に,

それぞれ1.0,2.0および2.5MPaの応力レベルに達するまで載荷されている.それぞれの,

一軸圧縮強度に対する荷重の比はそれぞれ45%,38%,22%である.

クリープ試験結果を図5.9に示す.これらの結果の最も支配的な特徴は,載荷直後,数

時間の間でクリープひずみが急激に発生し,次に一定値を保った後,さらに徐々に増加す

ることである.

以上の問題を提案したモデルにより検討を行った.解析モデルは図5.8に示すとおりで
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加圧版(厚20mm)

図5.5:クリープ試験装置(電力中央研究所)[原口(1976)]

図5.6:クリープ試験供試体
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図5.7:銅缶とコンクリート供試体間における間隙水の流出
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図5･9‥電力中央研究所における遷移材齢時コンクリートのクリープ試験結果[原口(1976)】

および提案したモデルによる解析結果
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ある.実験結果を解析する際,簡単のため水和による間隙水の体積減少は考慮に入れな

かった.間隙率および透水係数は3.2および3.3節で述べたように与えた.3.4節の粘弾性

のパラメータにおいては次式で与えた.

¢｡(ま′)=0.23ま′~0･14m=0･3 (5-1)

また,弾性係数は載荷瞬間時の変形に適合するように与えた.また,今回の試験は載荷

応力レベルが22～45%の間にあり,塑性および粘塑性変形が発生する臨界点付近となっ

ているが,本解析では簡単のため,塑性および粘塑性ひずみは発生しないと仮定した.

間際水に関する境界条件は排水条件とした.その理由は,図5.7に示すようにコンク

リート供試体は銅の缶に半田で密封されており,銅の缶から外へのコンクリート供試体の

内部間隙水の蒸発は防げるが,銅の缶とコンクリート供試体間は特に処理が施されてはい

ないため,その間では4.2節に示したように間隙水の流出が生じると思われる.

図5.9に試験結果と重ねて解析結果を示す.どの解析ケースにおいても,載荷後数時間

で,クリープひずみが急激に発生し,その後は徐々に増加している.言い換えるならば,

載荷後発生した間隙水圧は,間隙水の流出によって急激に有効応力に変換され,急激にク

リープひずみが発生する.そして間隙水の流出が生じなくなると,粘弾性ひずみ成分のみ

が卓越して発生する.さらに,解析結果は実験値を良く捉えていることがわかる.

しかし,ここまでの議論では,遷移材齢時コンクリートの圧縮および引張クリープ変形

の違いは間隙水の影響であるとは弓重くは言えない.次節で引張クリープ試験に対しても解

析を行い,更に検討することにする.

5.4 圧縮クリープおよび引張クリープの違いに関する解析的考察

前節で検討を行った電力中央研究所によるクリープ試験は圧縮クリープのみに対して

行われているが,一般的に遷移材齢時の圧縮クリープと引張クリープ両方を行った実験

は非常に数少ないことが現状である･その中で代表的な研究は後藤らの研究[後藤(1995)]

や森本らの研究[森本(1993)】である･本研究では後藤ちおよび森本らによる遷移材齢時

での引張および圧縮クリープ試験を基に圧縮クリープと引張クリープの違いに関して

検討を行う.図5.11に後藤らによって行われた圧縮および引張クリープ試験装置を示

す･後藤らの実験では,供試体は¢=10×20c汀1の円柱供試体である.配合はⅣ/C=

45乳5/α=44.6%であり,単位セメント量,単位水量,単位細骨材量および単位粗骨材量

はそれぞれ382kg/m3,172kg/m3,762kg/m3および983kg/m3である.載荷材齢は3日であ

り,400C,凡百=100%の状態で試験は行われている.また,水分の逸散を防ぐため供試
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図5.10‥後藤らによる遷移材齢時コンクリートの圧縮および引張クリープ試験装置概要

[後藤(1995)〕

entmeter

図5.11:森本らによる遷移材齢時コンクリートの圧縮および引張クリープ試験装置概要

[森本(1993)】
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図5･12:後藤らによる遷移材齢時コンクリートの圧縮および引張クリープ試験結果[後藤

(1995)]および解析結果
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図5･13‥森本らによる遷移材齢時コンクリートの圧縮および引張クリープ試験結果【森本

(1993)]および解析結果
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体表面にはアルミテープが貼り付けられている.また,載荷応力レベルは引張および圧縮

とも10%～30%である.

また,図5.10に森本らによって行われた圧縮および引張クリープ試験装置を示す.森本ら

が実施した実験では,供試体は圧縮クー｣-プ試験では10×10×38cm,引張クリープ試験では

10×10×40cmの角柱供試体である･配合はⅣ/C=59.3%,,5/α=45%であり,単位セメント

量,単位水量,単位細骨材量および単位粗骨材量はそれぞれ280kg/m3,166kg/m3,824kg/m3

および1040kg/m3である.載荷材齢は3日であり,200C,見方=70%以上の状態で試験

は行われている.また,水分の逸散を防ぐため供試体表面にはアルミテープが貼り付け

られている.また載荷応力レベルは引張クリープでは一軸引張強度の40%程度,圧縮ク

リープでは一軸圧縮弓重度の5%程度である.

図5.13に各々の実験結果を示す.後藤らの実験においては圧縮クリープひずみが引張

クリープひずみの約1.7倍程度,また森本らの実験結果においては圧縮クリープひずみが

引張クリープひずみの約2.5倍程度発生していることがわかる.

以上に示した実験結果に対して提案したモデルにより解析的検討を行った.解析モデル

は図5.14に示すとおりである.解析を行う際,水和による体積収縮の影響は考慮に入れ

なかった.また,透水係数および間隙率は3.2節および3.3節に示す方法で決定した.
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圧縮クリープ 引張クリープ

パラフィンを破り

間隙水の流出が生じる

図5.15:圧縮クリープと引張クリープでの排水条件の違い

1)圧縮クリープ

作用応力

1ヱl
:虹___■′

2〉 引張クリープ

作用応力

図5.16:圧縮および引張クリープにおける応力発生の違い

86



･また,式(3-13)の¢｡(りおよびmは,両方の実験結果が載荷材齢3日のみというこ
ともあり,後藤らの実験においては彿(ま′)=0.21およびm=0.35とし,森本らの実験に

おいては¢｡(り=0.30およびm=0.35とした･また,両方の実験結果に対して載荷直後

発生する塑性および粘塑性変形は載荷応力レベルが高々40%であるため,簡単のため考

慮しないことにした.弾性係数は実験結果に適合するように定めた.

間隙水に関する境界条件は圧縮クリープの解析では表面を大気圧に等しいとしたことに

対し,引張クリープの解析では完全非排水条件とした.一般に,クリープ試験においては

圧縮および引張ともにコンクリート供試体表面からコンクリート内部の間隙水が散逸し

ないようにアルミテープやセロフィン等でコンクリート供試体表面をコーティングする.

ところが,圧縮載荷においては4.2節で述べたような現象が起こるため,図5.15に示すよ

うにコンクリート内部の間隙水は,アルミあるいはセロフィンによるコーティングを押し

破るような現象もまた生じ得る.一方で,図5.15に示すように引張クリープでは逆にコ

ンクリート供試体への水の流入があり得るが,コーティングされたコンクリート供試体周

りには水が存在しないため,コンクリート内部の間隙水の移動は起こり得ないと考えられ

る.即ち,圧縮クリーブの場合は表面からの間隙水の流出が許されるが,引張クリープの

場合はそれが許されないということである.

解析結果を図5.13に実験結果と重ねて示す.全体的に解析値は実験値を良く捉えてい

る.図5.16に示すように圧縮クリーブでは載荷後急激に内部に間隙水圧が発生し,載荷

時間が経るにつれ,間隙水の排水と共にその間隙水圧は急激に有効応力に遷移していく.

一方引張クリープでは,排水が行われないため,載荷期間常に内部に間隙水圧が発生し

たままであり,そのため,コンクリート骨格に作用する有効応力は圧縮クリープと引張ク

リープとでは全く異なる.故に遷移材齢時における圧縮および引張クリープ変形の違いは

主として間隙水のコンクリート表面からの排水の有無にあることが解析的に確認された.

4.3および本節で検討した遷移材齢時コンクリートのクリープ試験における載荷応力レ

ベルは高々50%弱であり,クリープ変形の検討としてはその点において未だ不十分であ

る.そこで次節で応力レベルが高いケースと低いケースで行われている実験結果を基に検

討を行う.

5.5 応力レベルの違いにおけるクリープ変形に関する考察

森本らは載荷応力レベルを様々に変えた遷移材齢時コンクリートのレラクセーション

試験を行っている.これはクリープ試験とは異なるが,クリープ変形とレラクセーショ

ン挙動は基本的には同一のものであるため,本研究では森本らのレラクセーション試験
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図5･17‥森本らによる圧縮および引張レラクセーション試験装置概要[森本(1988)]
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図5.18:圧縮および引張レラクセーション試験に対する解析モデル

[森本(1988)]を基に応力レベルの違いによるクリープ変形に対して検討を行う.

図5.17に森本らによる圧縮および引張レラクセーション試験装置を示す.森本らの実

験では,引張レラクセーション試験に対しては10cmxlOcmx86cmの供試体,圧縮レラ

クセーション試験にたいしては10cmxlOcmx40cmの供試体が用いられている.配合は

Ⅳ/C=50%,5/α=44%であり,単位セメント量,単位水量,単位細骨材量および単

位粗骨材量はそれぞれ346kg/m3,173kg/m3,790kg/m3,996kg/m3である.供試体は200C,

β.且=90%の恒温室で蒸気養生され 材齢1,3,7,28日後にそれぞれ引張レラクセーショ

ンおよび圧縮レラクセーション試験が行われている.引張レラクセーションにおいては,

初期載荷応力レベルは一軸圧縮強度の30%,30%～50%,60%以上圧縮レラクセーション

においては,初期載荷応力レベルは一軸圧縮強度の30%,50乳80%である.供試体を恒温

室から取り出した後,供試体内部の水が蒸発しないように,供試体はパラフィンでコー

ティングされている.また試験の間は,室温は200Cに保たれている.

実験結果を図5.19に示す.引張レラクセーション試験結果における応力緩和は圧縮レ

ラクセーション試験におけるそれよりもかなり小さくなっていることがわかる.また,引

張および圧縮レラクセーション試験結果いずれにおいても応力レベルによる応力緩和の違

いは殆ど見られないことがわかる.特に圧縮レラクセーションでは実験ケースにおいて初
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軸ひずみ 時間

図5.20:解析における載荷瞬間での有効応力と全ひずみの関係

期載荷応力レベルが一軸圧縮弓重度に対して30%と80%とかなり異なっているにも拘わら

ず両者は殆ど同じ応力緩和となっている.

4.4節に述べた方法と全く同じ方法論で解析を行い,図5.19に解析結果を実験結果と重

ねて示す.解析モデルは図5.18に示す通りである.但し,粘弾性における材料パラメー

タにおいては載荷材齢1日では¢｡(り=0.75およびm=0.4とし,載荷材齢3日では

¢｡(り=0.55およびm=0.40とした･粘塑性パラメータおよび塑性パラメータは簡単の

ため3.4節で同定された値を用いた.解析値と実測値は良く一致している.載荷材齢1日

および材齢載荷応力レベルが80%の圧縮レラクセーション試験の解析における全応力お

よび有効応力と全ひずみの関係を図5.20に示す.これはレラクセーション圧縮試験を行

う際の所定変位までの載荷状況を表している.本解析では所定の変位に達するまでの載荷

時間を大体1.0×10-4日としたが,その間において塑性ひずみおよび粘塑性ひずみが発生

していることが解る.そして,所定の変位に達した後は,有効応力,全応力経路は共に除

荷側に移行する.そのため,所定の変位に達した後は塑性および粘塑性ひずみは全く発生

しない.故に実際の現象としてはレラクセーション試験を開始した直後,供試体内部の有

効応力および全応力は共に除荷され,結果として粘弾性成分の影響により応力緩和が生じ

ていると考えられる.他のケースにおいても同様な現象が生じていると思われる.
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5.6 まとめ

本章では,遷移材齢時コンクリートのクー｣-プ変形について解析的な考察を行った.ま

ず,遷移材齢のコンクリートのクリープ変形にはコンクリート中の間隙水が影響を及ぼす

であろうと仮説をたて,その確認を行う意味で遷移材齢時のモルタルを対象に荷重載荷

下での間隙水の流出量測定実験を行った.そして,既往のクリープ試験およびレラクセー

ション試験結果を基に,提案したモデルにより解析的な検討を行った.その結果以下のよ

うな知見が得られた.

●荷重載荷下での遷移材齢時のモルタルにおいては間隙水の流出が実際に起こること

を実験的に確認した.このことは遷移材齢時コンクリートにおいても同様に起こり

得る.

●遷移材齢時コンクリートの載荷材齢極初期における圧縮クリープの急激な増加は主

として間隙水の排水現象によることが解析的に示された.

●遷移材齢時コンクリートにおける圧縮クー｣-プおよび引張クリープの違いは主とし

て間隙水の排水の有無によることが解析的に示された.

●圧縮レラクセーション試験において,応力レベルが大きい場合は試験前の変位を作

用させる時点で塑性および粘塑性変形が生じている可能性があることを解析的に示

唆した.

●遷移材齢時コンクリートの圧縮および引張レラクセーション現象は載荷応力レベル

によらず主として間隙水の排水の有無および粘弾性成分の影響によることが解析的

に示された.
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6 材齢極初期のコンクリートの変形挙動に関する理論的考察

6.1 概説

従来の温度応力等の初期変形の予測に対する変形解析モデルは弾性解析もしくはクリー

プ変形を考慮に入れたとしても有効弾性係数を用いることによる等価線形弾性解析の域

を脱し得なかった.そのため,従来の変形解析においては材齢極初期からコンクリートを

固体としてみなしていた.ところがここまでの本研究の成果によれば,2および3章で述

べたように遷移材齢時コンクリートは粘弾性および粘塑性などの粘性や物性値の時間依

存性の影響を極めて大きく受ける.実際現象としては材齢極初期においては型枠によりコ

ンクリート構造物を支持しない場合は,コンクリートが自立しないことは自明である.

一方,打設したコンクリート中に自己収縮が生じ材齢がある程度経過すると局所的に初

期欠陥が現れることが経験上確認されている.この初期欠陥はひび割れのような類のもの

ではなく,初期欠陥個所にバイプレータをかけることにより解消されるが,初期欠陥の発

生する場所は余程熟練した技術者でないとわからないともいわれている.以上の現象は現

在までは理論的に全く解明されていないが,粘性や物性値の時間依存性がその原因となっ

ている可能性は極めて高いと思われる.

本章では,まず,粘弾性および粘塑性などの粘性や物性の時間依存性を考慮したコンク

t｣-トの変形挙動に関する数値解析を行い,材齢極初期のコンクリートの時間依存挙動に

ついて検討した.そして型枠の拘束の影響を線形バネと捉えることにより型枠剛性のモデ

ル化を行い,2および3章で構築した遷移材齢時コンクリートモデルに型枠の影響を加え

て自重による変形解析を打設直後より行い,型枠の拘束が及ぼす影響について解析的に検

討を行った.最後に,打設直後から自己収縮を受ける材齢極初期のコンクリートの局所的

な初期欠陥に関する解析的な検討を行った.

6.2 遷移材齢時コンクリートの粘性挙動に関する数値解析例

先に述べた理論モデルおよび材料パラメータを用いて,遷移材齢時コンクリートの簡単

な初期応力問題に対する数値解析を行った.解析は2次元平面応力状態で行った.但し,

簡単のためここでは間隙水の移動や水和反応による体積収縮および温度変化は考慮に入

れていない.まず,図6.1に示すような初期ひずみに対する残留応力を計算した.この間

題では,水和反応による膨張による拘束の影響を有効ひずみとして与えるものであり,2

日間までに600〃のひずみを与え,その後4日まで減少させ,ひずみを0に戻すことによ

り,水和反応による温度の上昇および下降をシミュレートしている.その間のコンクリー
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図6.1‥初期ひずみ問題の解析例

トにおいては弓重度が増加する,それ故に,コンクリートは弓重度の増加と同様にヤング係数

の増加も考慮されている.計算に用いた時間依存関数は表4.5に示した値と全く同じであ

る.図6.1よりヤング係数の増加は7.OMPa程の残留応力を発生させる.

塑性成分の存在は応力圧縮側ではほとんど影響を及ぼさないが,応力が引っ張り側に転

じ,降伏が生じた後は,かなり影響を及ぼすことが分かる.粘塑性が存在する場合その影

響はさらに大きくなる.図6.1に見られるように引張倒だけでなく圧縮側においても粘塑

性成分はかなり影響を及ぼすことが示された.

もう一つの数値解析例を以下に示す.図6.2では一軸状態で応力を強度の30%と60%ま

で作用させ,その後の応力を一定に保った場合での数値計算例を示している.この解析も

先の解析と同様に2次元平面応力状態でなされている.､この例は遷移材齢時コンクリート

にプレストレスをかけた状態をシミュレートしている.応力レベルが60%の場合は,応

力レベルが30%の場合と比較して載荷直後に粘塑性ひずみが非常に大きく発生している

ことがわかる.そして材齢が数分経過すると持続応力はコンクリート硬化による降伏関数

の拡大で自然に弾性領域に含まれ,粘塑性ひずみは消滅する.実際にそうなるかは今後実

験などにより詳細に検討していかなければならないが,本研究で提案した遷移材齢時コン

クリートの変形モデルの特徴は有効応力依存性変形成分を個々に解析的に評価できること
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図6.2:持続応力による変形問題の解析例
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であり,遷移材齢時コンクリートの初期応力問題を従来の方法よりもより精度良く評価す

ることが可能であると思われる.

6.3 型枠の拘束が初期変形に及ぼす影響

6.3.1 線形バネによる型枠剛性のモデル化

通常のマスコンクリートブロック打設においては,現場打ちの場合は構造物底面部には

型枠を設置する必要がないため,一般的にはコンクt｣-トブロックの周囲に型枠が設置さ

れる.また,通常,型枠にはグリースが塗られるため,型枠面に対して水平方向にはすべ

りが許容される.

以上の現象は,図6.3に示すように理想化されるであろう.まず,コンクリートブロッ

クは完全な直方体と･仮定し,コンクリートブロックの周りを4枚の同じ大きさの弾性板で

囲まれているとし,4枚の板においては曲げ変形は生じないと仮定し,板と板との継ぎ目

は完全に剛結されていると仮定する.さらに板とコンクリートブロックとの間は完全に未

付着していると仮定する･また,板の寸法は高さん,幅らご,らyおよび厚さrを有しており,

弾性係数且を有しているとする.

以上のような理想化を施すことにより,力学的に変形等の解を得ることは可能である

が,有限要素解析を行う上で簡便のため,さらに上述の問題を図6.4のようにご軸面びy

軸面に鉛直な方向を有するバネによってご方向およびy方向に拘束されている状態を考え

る.全てのバネは節点上に配置されているものとし,節点はご面およびy面上にそれぞれ

れごおよびmγ個存在するとする･また,∬およびy各方向のそれぞれにおける全てのバネ

は同じ剛性たごおよびたyを有すると仮定する･

図6.3と図6.4の問題がエネルギー的に全く等価であるならば,ご方向に一様な任意の

変位Juごおよびy方向に任意の一様な変位∂uyを与えた場合,次式が成り立つ･

拉勅)2+拉勅)2=を箸(∂u£)2+諾転)2(6-1)

式(6-1)は任意の変位に対して成り立つから,式(6-1)よりバネ剛性は次式で評価される･

たご=芸禁7たy=芸禁
(6-2)

式(6-2)によりバネ剛性を評価し,2および3章で構築された遷移材齢時コンクリート

の支配方程式に導入することにより,型枠の影響を考慮に入れた初期変形を評価すること

が可能となる.
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図6.3:型枠の理想化

図6.4‥線形バネによる型枠の理想化
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図6.5:自重変形に対する解析モデル

6.3.2 数値解析例

解析対象は図6.5に示すような剛体上に打設された無筋のマスコンクリート構造である.

このコンクリート構造物の自重による変形解析を2章の遷移材齢時コンクリートの変形モ

デルおよび上述の型枠バネモデルを基に2次元平面ひずみ状態により行った.計算におい

ては簡単のため,打設コンクリートにおいては水分移動による乾燥収縮,自己収縮は無

いと仮定した.さらに,打設コンクリートと剛体間は水平方向にのみ変形を許すと仮定

した.

解析に用いた打設コンクリートの物性値は原則的に第4章で同定された値を用いたが,

初期降伏応力J｡については

Jo=0･31/(8･154+r)(MPa) (6-3)

というように極めて絶対値的に小さな値とした.その理由は,初期粘着力が小さいコンク

リートは実際にはスランプが測定不可能であるくらい高流動であることを示唆している

が,高流動性の強いコンクリートで自重による初期変形に対する数値実験を行った方が,

型枠の影響をより強く受けるであろうと考えたためである.また,打設コンクリートの比

重は2.4とし,解析期間は打設後0.5日までとした.

数値実験は型枠バネ剛性を変えて2通り行った.一つはバネ剛性を3.0×105Ⅳ/mとし

た場合(Casel)･もう一つはバネ剛性を1.0×108N/mとした場合(Case2)である･Case

2は型枠が鉄製(弾性係数2.1×105MPa)で型枠の厚さが約2mmの場合に相当している.

以上の条件によりマスコンクリートの自重による変形解析を行った.0.5日における解

析対象の変形パターンを図6.6に示す.
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Caselの変形の経時変化をみると,解析直後のステ､ソプから水平方向の変形が卓越し,

特にコンクt｣-ト下部において水平変形が大きく発生していることが解る.また,同時に

鉛直方向にもCase2に比べ大きく沈下していることが解る.解析期間中全要素が降伏し

ており,さらに前節で行った数値解析例により,これらの変形は粘塑性成分が支配的であ

ることがわかる.

ここでの解析対象は極めてスランプの大きいコンクリート即ちワーカビリティに富んだ

高流動コンクリートであるが,2章で提案した変形モデルはコンクリートを型枠で拘束さ

えすれば固体に近いものから,このような極めて液体に近い高流動体までの変形挙動を表

現することが可能であることを示唆している.

Case2の変形結果ではCaselに比べバネによる水平方向の拘束効果が大きいため,鉛

直方向に若干沈下しているだけである.さちに打設直後については全要素が降伏している

が,材齢の経過と共にコンクリート上部から弾性体に遷移していく結果となっている,

以上に示したような自重のみによる変形の違いは温度応力と相まって後の耐久性に大き

く影響を及ぼすものと考えられる.そのためタ 以上の解析結果は実際のマスコンクリート

構造の温度応力問題等においても,型枠の影響は無視できないことを示唆している.

6.4 自己収縮による局所的な初期欠陥に関する解析的考察

打節後から自己収縮を受けるコンクリートの変形解析を2章の理論を用いることにより

行った.解析対象は図6.7に示すような剛体上に打設された無筋のマスコンクリート壁で

ある.解析においては自重を考慮し,2次元平面応力状態により行った.計算においては

簡単のため,打設コンクリートにおいては水分移動による乾燥収縮は無いと仮定した.コ

ンクリートに作用する見かけの自己収縮ひずみ坤当に関しては2章で構築した理論モデ

ルによれば

咋ん}=筈d抽=筈{m}惣cg
と表されるが,本節では簡単のため,

(巧=-(m)1.0×10~4･ま

(6-4)

(6-5)

と材齢fに対して直線的に変化するものとして与えた.また,本節では主として自己収縮

による初期欠陥について論じるため,2章で降伏関数として与えたDrucker-Prager則を引

張子午線上でMohr-Coulombの六角錐に合わせて解析を行った.即ち,

ダ=αい､信一た(己｡p)
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図6.8:引張側に修正されたDrucker-Prager則

で与えられるDrucker-Prager則において,

2sinβ
α =

1β(3+sinβ)
(6-7)

とαを決定した･しかし,式(6-6)はコンクリートの引張破壊を過大評価することは経験

的に知られている.そこで,Jl>0のときα=3αとして,引張側の降伏を早めるように

した(図6.8)･

等価一軸応力ひずみ関係については4章ではSaenzの式で与えたが,これは一軸圧縮試

験により同定された結果であり,そのまま引張側に適用することはできない.言い換えれ

ば急激なひずみ軟化を表現することはできない.そこで本節では等価一軸応力塑性ひずみ
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図6.9:自己収縮による降伏状況

(6-8)

で仮定し,急激なひずみ軟化を表現することとした.但し4章でも強調したようにど｡pは

セメントの等価一軸塑性ひずみを表している.

さらに,打設コンクリートと剛体間は完全に付着していると仮定した.他の物性値につ

いては4章で同定したものをそのまま用いた.また,型枠剛性の影響は考慮しなかった.

引張軟化の程度が異なる2つの解析ケースを与え,解析を行った.一つは〃=6.7×104

としたときであり(Casel),もう一つは･FL=3.3×104としたときである(Case2)(図6･8)･

要素の降伏状況を図6.9に示す.さらに,幾つかの要素における水平方向の応力依存性

ひずみと水平応力の関係を図6.10に示す.図6.9は所定材齢時点における構造物の降伏

状況を示している.図より,Cas｡1Cas｡2共に,降伏位置は材齢の変化に応じて変化して

いくことがわかる.

図6.10よりCaselでは,壁の中央部付近のA点において若干のひずみ軟化が生じてい

ることが分かる.また,A点近傍の点(B点)では若干の除荷現象が生じていることがわ

かる.また,一旦ひずみ軟化が生じた後においても降伏曲面の材齢による拡張のため応力

が弾性域に取り込まれていることが伺える.
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一方,Case2においては,等価一軸塑性ひずみ応力関係が軟化しているにもかかわら

ず,Caselのようなひずみ軟化はどの要素においても殆ど見られなかった.case2の場合

Caselに比べ各ステップにおいて塑性による損傷よりもむしろ材齢の変化による降伏応力

の増加が卓越しているためと思われる.

CaselおよびCase2双方において粘塑性ひずみはA点において材齢0.38日以降,数十

マイクロ程度で発生している(図6.11)･粘塑性ひずみが材齢軸に対しフラットになってい

る期間は応力が降伏曲面中に内包され弾性状態となっていることを示している.

これら2つの解析ケースより,材齢極初期のコンクリートにおいてはたとえ引張軟化モ

デルを採用しても材料が強時間依存性のため,ひずみ軟化現象が生じず,局所化が生じな

い場合があることが示された.

双方のケースいずれにしても,ひび割れが生じる程の軟化が起きないにしても構造物自

体に損傷を受けていることは応力勾配の変化を見れば分かる.このような現象は概説で述

べたように実際に起こり得る現象である.そしてそれは構造物各点の応力場が降伏した

り,降伏曲面の時間的変化により応力場が降伏曲面中に内包されるといった過程の組み合

わせによって生じる複雑な現象であることが解析的に示された.

6.5 まとめ

本章では,まず,遷移材齢時コンクリートの粘性が初期応力に及ぼす影響について簡単

な数値解析例を示した.続いて,型枠の拘束の影響について型枠の剛性を線形バネでモデ

ル化を行い,材齢極初期におけるマスコンクリートの自重による変形解析を行った.最後

に,自己収縮を受ける材齢極初期におけるマスコンクリート壁の変形解析を行った.その

結果,以下のような知見を得た.

●材齢極初期において,粘塑性ひずみは時間ステップによっては極めて大きく発生す

ることが示された.

●型枠の拘束効果は初期変形に極めて弓重く影響を及ぼすことが解析的に示され,実際

のマスコンクリート構造の初期変形問題において初期変形を正確に予測するために

は型枠の剛性を詳細に評価しておく必要性があることを示唆した.

● 自己収縮を受ける材齢極初期のコンクリートにおいてはたとえ引張軟化モデルを採

用しても材料が弓金時間依存性のため,ひずみ軟化が生じず,故に局所化が生じない

場合があることを解析的に確認した.

104



7 実際のマスコンクリート構造物温度応力解析への適用性に

関する検討

7.1 概説

マスコンクt｣-トの温度応力予測手法の開発は現在まで国内外を問わず精力的に行わ

れてきたことは言うまでもない.現在まで提案されている予測手法は大きく分けて2種類

に分けられる.一つは塚山,小野,吉由およびACIによる手法[塚山(1997),小野(1979),
吉岡(1980),ACI(1986)]およびC.P法(あるいはC.L.法)【JCI(1985)]に代表されるよう

な簡易手法であり,もう一つは2次元あるいは3次元FEMを主体とする手法である.し

かし,これらの手法にはいずれも短所があり,簡易手法においては外部拘束の影響を表現

する係数の決定方法が困難であったり,あるいは極めて限定された形状の構造物の予測し

かできない,あるいは解析精度の信頼性に問題がある等といった短所があるし,二次元あ

るいは3次元FEMを用いる手法においては,クリープの影響は現在までのところ有効弾

性係数を用いることでしか考慮に入れることはできなかった.

故に,以上の温度応力の予測手法は大まかな意味での予測を意味するものであり.厳密

な意味での正確な予測手法とは呼べないであろう.今後ますます建設が増えるであろう巨

大マスコンクリート構造物にこれまで以上の十分な耐久性を与えるには,やはり一般的な

理論に基づいたより正確な温度応力の予測手法を用いて,より正確に設計照査されること

が必要不可欠になってくると思われる.

本章では,2,3,4章で構築された遷移材齢時コンクリートの変形挙動を表す理論モデル

およびコンクリートブロック同士あるいはコンクリートと地盤間における水平境界面モデ

ルを適用し,温度応力解析を行ない,過去石川らによって行われた大型試験供試体による

層打ちコンクリート構造の温度応力実測結果と比較することで,本論文で提案した解析手

法が実際のマスコンクリート構造物の正確な温度応力予測評価に適用可能かどうか検討

を行った.

7.2 大型試験体による温度応力実験

これまで述べてきた解析手法を用いて温度応力解析を行う前に,実際の層打ちコンク

リート構造物において境界面で剥離が生じた実験例を本章で述べる.石川らは,図7.1お

よび図7.2に示すような5体の試験体に対して温度応力実験を行っている[石川(1989)]･

本研究では5体の試験体をそれぞれMl,M27M3,M4およびM5と呼ぶことにする.これ

ら5体の試験体は拘束体部と被拘束体部によって構成され拘束体上部に被拘束体部のコン
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図7.3:すべり機構の詳細図
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図7.4:拘束体の底面処理
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図7.5:被拘束体の周囲
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表7.1:用いた配合(石川らによる温度応力実験)

呼び弓重度 スランブ W/C s/a
空気量 単位量(kg/m3) 混和剤(kg/m3)

MPa Cm ■(%) (%) (%) C W S G Poz.No.8

24 9+1 58.9 49.7 4 280 165 913 948 2.8

クリートを打ち継いだ際の被拘束体の硬化時の挙動を(研究or検討)対象としている.

試験体のコンクリートの配合は5体とも同一である.その配合を表7.1に示す.用いたセ

メントは普通ボルトランドセメントである.また,混和剤は4倍溶液として用いられて

いる.Ml,M2そしてM3の試験体の形状と寸法は同じであるが,Mlは無筋で,サンド

ブラスト処理を行って被拘束体を入念に打ち継いだものであり,M2は被拘束体と拘束体

の間に摩擦係数0.1の特殊なすべり機構(図7.3)を設けて被拘束体の熱変形を出来るだ

け許容するようにしたものである.また,九鳴は九′′Ⅰ2とは全く逆に有筋として拘束体と被

拘束体を一体化したものである.一方,Mlタ M4そしてM5の試験体では被拘束体と拘

束体の打ち継ぎ処理は同じ(サンドブラスト処理)であるが,エ/〃が異なり,それぞれ

上/〝=15,5および2.5である.また,全ての試験体側面部には断熱材が張られている･

さらに,試験体Ml～M5全てに対し,拘束体と床コンクリートとの間には鉄板,テフロ

ンシートおよびレベリング材が敷かれてあり(図7.4),床コンクリートが拘束体に与え

る影響をできるだけ小さくするような構造となっている.全ての試験体における被拘束体

をま側面部を厚さ100mmの断熱材(発泡スチロール)で覆われその外側に厚さ12mmの合

板製のコンパネ(型枠)によって囲まれている(図7.5)･

これらの実験の特徴的なところは以上に述べたような打ち継ぎ面の付着性状(Ml,M2

およびM3)や試験体の形状を示すL/H(Ml,M4およびM5)の違いに応じて温度応力の

測定を行っていることの他,拘束体と被拘束体,あるいは拘束体と床コンクリートとの境

界条件が明確にされていることである.さらには応力,ひずみおよび変位はそれぞれ独立

に同一の場所で測定されている.また,実験はプレハブの室内で行われ,外気温などの環

境条件の変動がかなり小さく,計測されたデータの信頼性は非常に高いことも特徴の一つ

として挙げられる.

試験体Ml～M5における温度,ひずみ,応力および変形の実測結果を図7.6,図7.7,図

7.8および図7.9に示す.

実測結果では,試験体Mlにおいては,応力は材齢初期の温度上昇段階においては全断

面で圧縮となり,温度の下降に従い全断面で引張となっている.ひずみは殆ど発生せず

高々30〃程度である.変形については,材齢1日を経過したあたりから被拘束体端部より
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剥離が進展し剥離の最大値は鉛直方向では約0.6mm,水平方向では約1.Ommである.ま

た,材齢3日あたりで被拘束体中心断面部に貫通クラックが生じている.

試験体M2については,境界面に特殊なすべり機構が設けられているため,測定された

応力は絶対値的に小さな値となっている.応力状態は,温度上昇段階では断面中央部のみ

圧縮で他は小さな引張となっている.温度下降段階では,中央部では応力は引張となり,

上部および下部では圧縮となっている.ひずみは断面全体で大体同じ様な経時変化を示

し,絶対値的にはMlに比べかなり大きく最大値にして約80〃となっている.被拘束体の

変形については,鉛直方向にはあまり変形しておらず,むしろ水平方向に大きく変形して

いる様である.その値は最大で約1.Omm程度である.

試験体M3については,応力およびひずみの発生はMlと同様の傾向を示しているが,

境界面鉛直方向に鉄筋が配置され拘束体と被拘束体が完全に結合されているためか,変形

パターンはMlと大きく異なっている.材齢初期では被拘束体と拘束体の間では剥離は生

じていない.ところが材齢3日辺りから拘束体と床コンクリートとの間で剥離が生じてい

る.さらに材齢6日あたりから被拘束体中心断面部に貫通クラックが生じている.

試験体M4は躯体長エがMlに比べ1/3であるため,応力およびひずみの発生傾向が

Mlに比べかなり異なっている.温度上昇段階では応力は中央部および下部では圧縮,上

部では引張となり,温度の下降と共に応力は中央部および下部では引張,上部では圧縮

となっている.ひずみは全断面を通して大きく発生しており,一番大きく発生している上

部では最大約170〃となっている.被拘束体端部の剥離は材齢3日辺りから発生しており,

材齢10日では全境界面で剥離した結果となっている.

試験体M5については⊥/gがM4に比べさらに1/2の値となっており,応力およびひ

ずみは定性的にはM4と同様の傾向を示しているが,絶対値的に大きな値となっている.

変形に関しては,M4に比べ殆ど剥離は生じておらず,端部でわずかに生じた程度である.

以上が石川らによって行われた実験の大まかな概要である.これらの実測結果に対し

て,今枝らおよび高辻らは境界面に対するバネモデルもしくは境界面近傍の被拘束体要素

に塑性モデルを適用したモデルを適用し有限要素法により温度応力解析を行い理論的解

明を試みた[今枝(1988),高辻(1990)】が,全ての実験ケースMl～M5に対して統一的に解

明を行うことはできなかった.そこで,2,3,4および6章で構築された遷移材齢時コンク

リートの変形を表す理論モデル,型枠の拘束効果を表すバネおよび境界面特性のモデルを

用いて,実測結果Ml～M5について統一的に解析的解明を行うことを試みた.
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図7.10:解析モデル
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図7.11:温度解析における境界条件

7.3 解析手法

7.3.1 解析モデル

本章では2,3,4章で構築された理論モデルを用いて温度応力解析を行うが,ここの解析

での主体となる被拘束体厚さ方向には断熱材(発泡スチロール)が存在するそこで厚さ方

向には応力は発生しないと仮定し,2次元平面応力状態で解析を行った.前述の実験によ

れば,水平境界面と考えられる箇所は拘束体と床コンクリートおよび拘束体と被拘束体と

の境界の2箇所であると考えられる.そこで,その2箇所に前章で提案した水平境界面モ

デルを導入した.

さらに,型枠の拘束の影響を表すバネモデルを構造物端部の節点部分に水平方向に外挿

した.

解析モデルを図7･10に示す･構造物は左右対称であるため,左1/2部分のみを解析対

象とした.

7.3.2 温度解析条件

温度応力解析を行う前に水和熱による温度履歴をFEM温度解析を行うことによって算

定した･試験体の側面部には断熱材が敷かれているため試験体厚さ方向には温度勾配は殆

ど無いと仮定し,2次元FEM温度解析を行った.

図7･12に算定した温度履歴を示す.但し,熱伝導率等の熱特性値は算定された温度が
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表7.2:解析に用いた熱特性値

試験体名 Ml M2 M3 M4 M5

比熱(被拘束体)(kcal/kgOC) 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23

比熱(拘束体)(kcal/kgOC) 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23

熱伝導率(被拘束体)(kcal/mbOC) 2.5 2.0 2.5 2.5 2.5

熱伝導率(拘束体)(kcal/mhOC) 5.0 2.5 5.0 12.0 20.0

密度(被拘束体)(kg/m3) 2400 2400 2400 2400 2400

密度(拘束体)(kg/m3) 2400 2400 2400 2400 2400

熱伝達率(拘束体)(kcal/m2hOC) 80.0 15.0 80.0 10.0 10.0

熱伝達率(被拘束体)(kcal/m2hOC) 2.0 2.0 15.0 100.0 5.0

7忘(OC) 42.0 42.0 42.0 42.0 42.0

7α 2.5 1.2 1.7 1.5 1.7

初期温度(被拘束体)(OC) 33.0 18.0 27.5 25.9 28.6

初期温度(拘束体)(OC) 33.0 18.0 27.5 25.9 28.6

外気温(OC) 30.0 12.5 30.0 22.0 22.0

実測温度に適合するように与えている.解析における境界条件は図7.11に,解析に用い

た熱特性値は表7.2に示されている.但し,実測結果に解析温度を適合させることに焦点

を置いたため,熱特性値は試験体によって若干異なっている.また,床コンクリートの温

度履歴は外気温に等しいと仮定した.さらに外気温は日変動する量であるが,本解析では

簡単のため解析期間中の平均的な外気温を外気温とし,解析期間中一定とした.ここで算

定された温度履歴を用いて温度応力解析を行う.

7.3.3 コンクリートブロック等の材料パラメータ

本章では,簡単のため,全ての解析は貫通ひび割れが生じる前まで行うこととした.

一般にコンクリート構造物の温度応力解析を行う場合,入力温度データを適切に算定し

た後,コンクリートの静弾性係数や線膨張係数等の物性値を適切に与える必要がある.

本解析では,被拘束体については乾燥収縮および自己収縮ひずみ成分は簡単のため考

慮に入れなかった.また,拘束体および床コンクリートについては弾性体であると仮定し

た.被拘束体における応力依存性ひずみ成分に関する材料パラメータは弾性係数以外は4

章で同定された値を用いた･材酎(日)における被拘束体コンクリートの弾性係数即)

は実測から得られた値を補間した値を用いた.その結果,次式で弾性係数を評価し,解析

に用いた.
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表7.3:試験体によるα｡およびら｡の値

試験体名
円

Ml
H

M2 M3 M4 M5

αe 3.371 8.241 4.577 5.900 6.300

らe 3.853 3.148 3.799 4.090 3.580

J･･1=
1.0×105ま

αe+らef

MPa (7-1)

ここでαeおよびら｡は試験体に応じて表7.3に記するような値をとる･

拘束体および床コンクリートの静弾性係数およびポアソン比は全ての試験体に対して

2.5×104MPaおよび0.17とした.

さらに線膨張係数については全ての試験体の実測結果を平均した値を用いた.その結

果,線膨張係数は10.0×10~6とした.

7.3.4 水平境界面における材料パラメータ

コンクリートそのものの物性値は実測値などで評価できる[石川(1989)]一方で,水平

境界面特性を示す物性値に関しては,殆どの場合において実験的に評価することはできな

いため,現在まで数例の研究しかなされていないことが現状である.従って本解析では,

水平境界面に関する物性値は幾つかを除いては全て推定した.

また,簡単のため,本解析では6章の解析方法と同様に境界面における粘弾性および粘

塑性成分については考慮しないこととし,境界面における粘着九内部摩擦角および一軸

引張強度の損傷を表すパラメータ山は常に0とした.即ち,水平境界面におけるひずみ硬

化は無いと仮定した.なぜなら,水平境界面においては4章で述べたような単一材料に対

する厳密なパラメータの同定が行えないため,弾性剛性に関するパラメータや塑性変形に

関するパラメータの推定根拠が乏しく,粘弾性および粘塑性に関するパラメータ白身がそ

れはど意味のないものとなるためである.結局,水平境界面においては弾性および塑性変

形に関するパラメータのみを推定することとなる【石川(1998)]･3および4章で述べたこ

とから,水平境界面中の応力弾性変位関係は

(Jβ)= (u;)=匿](祝;)

と表され,塑性変形を規定する降伏基準は

蔦=J三z-(c*-Jzztan4)*)2+(c*-X*tan¢*)2
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である.即ちこれらの式中に含まれる材料パラメータを推定することとなる.尚,本解析

では,図7.10のような座標系を与えたため,野方向の水平境界面物性は考慮する必要は

無い.

まず,解析に用いた拘束体と床コンクt｣-トとの境界面の物性値について述べる.鉛直

方向弾性剛性k=2は100000MPa/mとし,水平方向の弾性剛性kTZは10000MPa/mとした.

水平境界面の一軸引張弓重度ムは0.2MPaとした.降伏直後の水平境界面における粘着

力C｡および降伏直後の内部摩擦角¢はそれぞれ1.OMPa,300とした.これらの物性値は

試験体Ml～M5全てにおいて同じ値とした.

次に拘束体と被拘束体との水平境界面の物性値について述べる.まず,水平境界面の鉛

直方向の弾性剛性たzヱであるが,試験体シリーズⅣIl～M5の中で境界面に鉄筋が鉛直に配

置していない試験体すなわちMl,M2,M4およびM5については材齢によらず1000MPa/m

とした.軸方向に鉄筋が配置されている試験体すなわちM3については鉄筋の剛性マトリ

クスを全体剛性マトリクスに重ね合わせた解析を行うことが合理的ではあるが,自由度が

著しく増加するため効率的ではない.そのため,鉄筋の抜け出しおよびすべりは無いと仮

定し,とりあえず試験体M3の鉛直方向剛性を他の試験体よりも大きく与え,材齢によら

ず10000MPa/Ⅲ-とした｡今後鉄筋を含んだ剛性について詳細な検討を行う必要がある.

次に水平方向の弾性剛性たごヱであるが,簡単のためⅣⅠ3については軸方向鉄筋によるダウ

エル作用は考慮に入れなかった･そのため,M3の水平方向の弾性剛性はMl,M4およびM5

と全く同じとみなすことができる･サンドブラスト処理を施してある試験体Ml,ⅣⅠ3,M4

およびM5では材齢ま(日)に対して単調増加する形で

1000(MPa/m) f<0.5

1000+10000(才一0.5)0.5<f≦3
26000 3<f

と推定し,水平境界面に特殊なすべり機構を設けてある試験体M2に対しては水平弾性

剛性はMl,M3,M4およびM5に比べ明らかに非常に小さくなると考え,材齢によらず

たごZ=80MPa/mと推定した.

続いて降伏直後の水平境界面における粘着力c｡に関しては,解析期間が長期であるた

め,材齢による影響が支配的であると考えられる.前述したように軸鉄筋のダウエル作用

を無視することにより試験体M3は水平方向に関しては試験体Ml,M4およびM5と境界

面の処理が同じとみなされる.ゆえに試験体Ml,M3,M4およびM5については,材齢に

対して増加する形を考え
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co=〈
1.0(MPa) ま≦3

1･0+0･5(f-3)3<ま

と推定し,すべり機構のある試験体M2については,試験体Ml,M3,M4およびM5に比べ

定性的には同じであるが,かなり絶対値を/トさくした値として

co=〈
と推定した.

0･3(MPa) f≦3

0･3+0･1(ト3)3<ま

物性値たごヱおよびc｡の推定根拠は不十分であるため,今後,実験などによりんfおよび

c｡の値について更に検討する必要がある.

続いて水平境界面における内部摩擦角¢｡および¢は全ての試験体Ml～九45さらには材

齢によらず¢｡=300,¢=300と推定した.コンクIJj-トの物性をそのまま水平境界面特

性に適用することには検討の余地はあるが,簡単のため本稿ではコンクリートの大体の内

部摩擦角の大きさをそのまま水平境界面に適用した.全ての試験体で内部摩擦角が同じ値

とされていることに対しても,内部摩擦角は水平境界面のかみ合いに応じて変化されるも

のと思われ,検討の余地はあるが,本研究では簡単のため全ての水平境界面に対して同じ

値とした.

弓重度定数である水平境界面の一軸引張強度は境界面処理の影響を受けると考えられる.

ゆえに水平境界面における一軸引張弓重度tfとについては,無筋の試験体Ml,九Ⅰ4,九′壬5では

0.07MPaと与え,特にすべり機構のあるM2では0.03MPaと小さめの値を与えた.軸方

向鉄筋比βで鉄筋が配置されているM3では鉄筋の降伏強度んが無筋の場合に比べさら

に境界面に対して平均的に力を受け持つと仮定し,

ノ;=ガ+卯㌦ (7m4)

と推定した･ここでガは無筋状態での境界面の一軸引張強度であり,前述の通り境界

面の処理に応じて〟=0.070rO.0別ⅥPaの値となる･従って式(7-4)は全ての試験体に適

用できる･試験体M3ではん=300MPaとして具体的な計算をすると軸鉄筋を考慮に入れ

た一軸引張強度は1.2MPaとなる.

この節で推定した水平境界面特性に関する物性値の値は前節で述べられた実験結果の被

拘束体と拘束体との境界面に対して有効であって,一般的な打設コンクリートと既設コン

クリートとの水平境界面特性を表現する場合についての一般化は今後の検討課題である

ことは確かではあるが,理論白身一般性のあるものを使用しているので,骨格的変更は行

わずに適切なパラメータを決定できると考えている.
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表7･4:試験体によるバネ定数の値(八ソm)

試験体名 Ml M2 M3 M4 M5

1.0×107 0.0 1.0×107 0.0 5.0×105

7.3.5 型枠バネ剛性の推定

本研究では型枠バネの剛性を表7.4のように推定した.

大型試験体において被拘束体を打ち込む際の型枠は図7.5に示すような厚さ12mmの合

板製のコンパネである･合板の弾性係数を1.0×106(MPa)とtて,式(6-2)より概算でバ

ネ剛性を求めると,1.0×106(N/Ⅱ1)のオーダーとなるが,これらのバネ定数はコンパネの

設置状況で大きく変動を受けると思われるため,本研究では型枠バネの剛性を解析解が実

験値と適合するように表7.4のように推定した.バネ定数は試験体毎にばらつきは大きい

ものの大体オーダー前後で推定されている.

また,型枠は打設後1日で脱型されたと仮定した.

7.4 試験体に対する解析的検討

7.4.1 剥離現象に対する数値実験例

まず,剥離が生じている試験体Mlを対象に水平境界面剥離現象に関する数値実験を

行った.数値実験はCaselとCase2の2パターンであり,Caselは前節で述べた解析パラ

メータの値をそのまま用いた場合であり,Case2は剥離が生じさせないように全ての境界

面の一軸圧縮弓重度を100MPa,粘着力を100MPaとした場合である.即ちこの場合は境界

面モデルを考慮していない.応力およびひずみの経時変化に関する数値実験結果を図7.13

に示す‥但し,材齢3日で被拘束体中央断面を貫通するクラックが発生しているため,ク

ラック発生以降については提案されたモデルの適用外であり,解析は材齢3日までしか

行っていない.また,解析期間内では構造物躯体内のどの個所も降伏はしなかった.その

ため,塑性および粘塑性成分は解析で生じていない.ここで剥離材齢とはCaselにおい

て既設コンクリートと打設コンクリートとの境界面の剥離が生じ始めた時の材齢である.

数値実験の結果,Caselでは材齢1.6日で既設コンクリートと打設コンクリートとの境界

面に剥離が生じ,剥離を考慮していないCase2に比べ以降の応力およびひずみの発生履歴

が特に打設コンクリート上部において大きく異なっていることが解る.解析結果は応力,

ひずみ双方ともCasel即ち境界面の影響を考慮に入れたほうが明らかに実験結果を良く

捉えており,境界面モデルの導入の妥当性が伺える.
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剥離現象に対する数値実験結果を図7.14に示す,材齢1.6日に新しく打設されたコンク

リートと既設コンクリートとの間の境界面端部より剥離が開始し,材齢3日には境界面の

り4付近まで剥離が進行していることがわかる.解析値は変形の実測値とも良く合ってお

り,境界面モデルの妥当性がここにも伺える.本章で提案した境界面特性を表すモデルは

このように剥離の進展を自動的に追随することが可能であり,実際の剥離現象を捉えるこ

とが可能であると思われる.

7.4.2 粘性および型枠の影響に対する数値実験例

続いて,試験体M3に対して粘性および型枠の影響に関する数値実験を行った.casel

は前節で述べた材料パラメータをそのまま用いた場合であり,Case2は型枠剛性を0とし

拘束体を完全に弾性体とみなした場合である.他の材料パラメータは前節で述べたもの

をそのまま用いている.Case3は型枠の剛性を0とした以外はCaselと全く同じである.

即ちCaselは粘性および型枠の剛性を考慮しており,Case2は双方とも考慮せず,さらに

Case3は粘性の影響は考慮されているということである.応力およびひずみの経時変化に

対する解析結果を図7.15に示す.但し,断面を貫通するクラックが約材齢6日後に発生

しているため解析は材齢6日までしか行っていない.また,解析期間内では構造物躯体内

ではどの個所も降伏はしなかった.そのため,塑性および粘塑性成分は解析で生じていな

い.応力に関していえばCase2の場合は引張圧縮側ともに実測値より絶対値的に大きく

発生している一方で,Case3の場合は粘性の影響により引張圧縮ともに実測値よりも小さ

な値となっている.Caselの場合はCase2の場合と比べ型枠による拘束効果が働きCase2

に比べ応力は圧縮引張側ともに絶対値的に若干大きくなっており実験結果により近くなっ

ていることが分かる.この拘束効果は型枠の剛性の大きさによって当然変化するため,こ

こでの結果は温度応力を正確に予測するためには型枠の剛性を正確に評価する必要があ

ることを示唆している.

ひずみについてはむしろ応力の場合とは傾向が逆であり,Case2については実測値より

も絶対値的に小さく,Case3については大きく発生している.応力の場合と同様にCasel

が最も良く実測値を捉えている.

7.4.3 全ての試験体の応力,ひずみおよび変位実測結果に対する解析的検討

全ての試験体Ml～M5の実測結果に対する解析結果を図7.16,図7.17および図7.18に

示す.但し,Mlに関しては材齢3日で被拘束体中央断面を貫通するクラックが発生して

いるため,クラック発生以降については提案されたモデルの適用外であり,解析は材齢3
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日までしか行っていない.また,M3については断面を貫通するクラックは約材齢6日後

に発生しており解析は材齢6日までしか行っていない.また全ての解析ケースにおいて解

析期間内では構造物躯体内ではどの個所も降伏はしなかった.

上/gの違い(試験体Ml,M4およびM5はそれぞれ⊥/ガ=15,5および2.5)による剥

離進展状況を調べると,計算では試験体Mlでは材齢1.6日,試験体M4およびM5では

材齢3.0日頃に被拘束体端部から剥離が生じ,材齢が経つ毎に剥離が進展し,最終的な剥

離は試験体Ml,M4およびM5それぞれにおいて被拘束体端部より約1/4,1/4,1/3部分まで

進展している･実測では試験体Mlでは被拘束体端部より1/4部までの剥離進展,試験体

M4では被拘束体全断面における剥離,さらに試験体M5では被拘束体端部での剥離が確

認されている･剥離幅は実測計算値共にり〃が大きくなるにつれ大きくなっている.即

ち,本解析手法を用いることにより,従来の解析手法では捉えることは不可能であった剥

離の進展現象を表現することが可能であることが示された.応力およびひずみについて

も,計算値は実測結果を良く捉えていると思われる.

ここで,境界モデルが時間依存であるため,試験体Ml,M4およびM5での応九 ひず

みおよび変位の3量を精度良く解析的に捉えられたのであって,時間依存性をもたない境

界面モデルではいくら解析パラメータを変化させても試験体Ml,M4およびM5における

全ての応力,ひずみおよび変位の3量をここまで精度良く捉えることはできなかったこと

を強調しておきたい.

次に境界面の状況の違いに(試験体Ml,M2およびM3)による剥離現象の違いに着目

すると,すべり機構をもつ試験体M2については,せん断剛性,粘着力および一軸圧縮強

度を境界面がサンドブラスト処理されている試験体Mlに比べ/トさな値とすることで計算

はなされているが,実測,計算値とも鉛直方向の変位に比べ水平方向の変位が圧倒的に大

きく,剥離というよりもむしろ水平方向へのすべりが生じている.応力およびひずみにつ

いては計算値は実測結果をよく捉えているが,応力およびひずみの発生パターンは試験体

MlおよびM3とは実測計算ともにかなり異なっている.試験体M2のような境界面処理

が施された構造物は現実的ではなく,実際の施工上問題となるのはむしろ試験体Mlおよ

びM3のような境界面処理が施されている場合である∴計算において試験体Mlでは材齢

3.0日で被拘束体端部で鉛直方向に0.6mm近く剥離が生じているが,試験体M3では同時

期全く剥離していない.そして材齢3日以降では試験体Mlでは被拘束体と拘束体および

拘束体と床コンクリートとの2つの境界面が剥離していることに対し,試験体M3では拘

束体と床コンクリートとの境界面のみが剥離している.試験体MlおよびM3において,

計算,実測とも応力,ひずみの発生傾向は比較的類似しているが,剥離を含んだ変位の発

生状況が試験体MlとM3では大きく異なっていることが解る.先にも述べたが,応力お
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よびひずみについても試験体MlおよびM3共に計算値は実測値を良く捉えている.

以上の議論から,本解析手法は従来の温度解析手法に比べ,異なった⊥/〃および鉄筋

量をもつ層打ちコンクリートブロックに対して,一般的な理論だけで統一的に精度良くコ

ンクリートの温度応力,ひずみおよび剥離量さらには剥離進展状況を精度良く表現するこ

とが可能であることが示された.今後更に検討を行っていけば,本解析手法を用いること

により一般の層打ちコンクリート構造物に生じる温度応力およびひずみのみならず境界

面の剥離進展をも精度良く予測することが可能であると思われる.同時に,逆に温度応力

を正確に予測するためにはコンクリートや水平境界面の材料特性を詳細に調べるだけで

は不十分であり,打設時の型枠の剛性および型枠の脱型の時期などについても正確に把握

しておかなければならないことを示唆している.

7.5 まとめ

本章では,石川らの行った大型試験体による温度応力実験の実測結果を基に前章までに

提案された遷移材齢時コンクリートの変形挙動を表す理論モデル,型枠の影響および水平

境界面モデルを用いて温度応力解析を行い,実際のマスコンクリート構造物に対する本解

析手法の適用性について検討を行った.

その結果,以下の知見を得た.

●水平境界面モデルを導入することにより,コンクリートブロックの剥離進展現象を

解析的に捉えることが可能となり,実測値にも良く適合することを示した.

●型枠の拘束効果は温度変形および応力に大きく影響を及ぼし,正確に温度応力問題

を予測する上では型枠の剛性評価は必要不可欠であることを示唆した.

●貫通ひび割れが発生する直前までの範囲においては,提案した解析手法は異なる

エ/gや境界面性状をもつ試験体に対しても,実測による応九ひずみおよび変形を

統一的に精度良く捉えることが可能である.
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8 結論

本論文は,マスコンクリート構造物の初期変形問題を精度良く予測する解析手法の確立

を目的として,まず,打設直後のいわゆるフレッシュコンクリートと呼ばれるコンクリー

トから固体へと遷移していく過程いわゆる遷移材齢時コンクリートの変形挙動を統一的

に表現し得る理論モデルの構築を行い遷移材齢時コンクリートの時間依存変形を表す各

種実験結果に基づき解析的検討を行い,続いて,材齢極初期における型枠の拘束の影響並

びにコンクリートブロックあるいは地盤との境界面特性までモデル化を行い,上述の遷移

材齢時コンクt｣-トの変形理論モデルと集約させることにより,実際のマスコンクリート

構造物の初期応力問題への適用性について検討したものである.その結果,従来,極めて

複雑で理論的に根拠の乏しかったマスコンクリートの初期応力問題を極めて精度良く且つ

統一的に予測することを可能にした.以下に各章で得られた結論を述べ,本研究の総括と

する.

1章では,マスコンクリートの初期変形問題予測に関しての従来の問題点を概観した上

で,本研究の目的および本論文の構成を述べた.

2,3および4章では,遷移材齢時におけるコンクリートおよび水平境界面の変形挙動を

統一的に表現する理論モデルの構築を行い,その妥当性について検討を行った.

2章では,遷移材齢時コンクリートをセメントペーストおよび骨材から成り,間隙は水

で完全に飽和されている2相多孔質材料として捉え,モデル化を行った.特に,2層多孔

質材料の応力ひずみ関係については,応力依存性変形成分として弾性,塑性,粘弾性およ

び粘塑性成分全て,また応力に依存しない成分については間隙水移動による乾燥収縮,自

己収縮および水和熱による温度変化による膨張収縮を考慮に入れ,定式化を行った.その

結果,従来では困難とされていた応力依存性変形成分における弾性,塑性,粘弾性および

粘塑性変形全てを増分形で表現し,且つ,塑性ひずみ成分と粘塑性ひずみ成分を矛盾無く

整合させて応力ひずみ関係の中に導入することを可能にした.そして,遷移材齢時コンク

リートの変形挙動を力の釣り合い式および間隙水の質量保存則を基に定式化した.その結

果,材料パラメータさえ与えれば,遷移材齢時コンクリートの変形挙動を統一的に表現す

る理論モデルが構築できた.

3章では,コンクリートブロックと地盤あるいはコンクリートブロック同士の水平境界

面特性のモデル化を行った.これらの境界面を不連続面として捉え,Joint要素による有

限要素モデル化を行った.Joint要素には応力変位関係が内挿されるが,その応力変位関

係は2章で述べた遷移材齢時コンクt｣-トの応力ひずみ関係を適用することにより定式化

を行った.
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4章では,2および3章で構築された遷移材齢時コンクリートの理論モデルにおける材

料パラメータの決定方法について述べた.まず,透水係数は村田らの研究から実験的に推

定し,セメントペーストの水和による体積変化量および間隙率は川角らの研究を基に推

定を行った.他の弾性係数,クリープ係数等の材料パラメータについては応力依存性成分

を個々に実験的に分離することにより決定を試みた.従来応力依存性成分における弾性,

塑性,粘弾性および粘塑性4つのひずみ成分を実験的に個々に分離し評価する手法は全く

なかったが,本研究では,ひずみ速度を変化させた繰り返し一軸圧縮試験を行うことによ

り】応力依存性の各ひずみ成分を実験的に分離し,それらの材料パラメータを同定する手

法を開発した.同定された材料パラメータを用いて元の繰り返し圧縮試験を再現した結

果,本研究で提案した分離手法の妥当性が確認された.しかしながら,ひずみの局所化や

多軸問題への拡張などについては今後検討すべきである.

5章では遷移材齢時コンクリートのクリープ変形を解析的に捉えることを試みた.従来

において遷移材齢時コンクリートの単位クリープは圧縮および引張載荷の下では全く異

なることが実験的に確認されており,理論的にも定説は無いとされてきた.遷移材齢時コ

ンクリートは間隙を多く含むことから,本研究では間隙水の移動が解明の鍵と考え,ま

ず,遷移材齢時のモルタル供試体に荷重を作用させ間隙水の流出量測定実験を試み,水分

移動が実際生じるかどうかの確認を行った.その結果,材齢12～48時間におけるどの遷

移材齢時のモルタル供試体からも体積にして数%程度の間隙水の流出が生じることが確

認された.続いて,既往の遷移材齢時コンクリートの圧縮引張クリープおよびレラクセー

ション試験結果を基に遷移材齢時コンクリートのクリープ変形に関する考察を2章で提案

されたモデルを用いて行った.その結果,遷移材齢時コンクリートの載荷材齢極初期にお

ける圧縮クリープの急激な増加は主として間隙水の排水によることが解析的に示された｡

また,遷移材齢時コンクリ｢トの圧縮および引張クリープの違いは主としてコンクリート

内部の間隙水の移動の有無によることが示された.また,圧縮レラクセーション試験にお

いて,応力レベルが大きい場合は試験前の変位を作用させる時点で塑性および粘塑性変形

が生じている可能惟があることを解析的に示唆した.さらに遷移材齢時コンクリートの圧

縮および引張レラクセーション現象は載荷応力レベルによらず主として間隙水の排水の有

無および粘弾性成分の影響によることが解析的に示された,

(i章では,材齢極初期におけるコンクリートの変形挙動を解析的に検討した.まず,初

期ひずみ問題および持続応力を受けるコンクリートの変形解析を行い,時間ステップに

よっては粘塑性ひずみが極めて大きく発生することを解析的に確認した.続いて,遷移材

齢時コンクリートに及ぼす型枠の拘束の影響について検討を行った.最後に,自己収縮に

よる初期欠陥に関する数値解析を行った.その結果,材齢極初期のコンクリートにおいて
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はたとえ引張軟化モデルを採用しても材料が強時間依存性のため,ひずみ軟化が生じず,

故に局所化が生じない場合があることを解析的に確認した.

7章では,2,3および4章で構築された遷移材齢時コンクリートの変形挙動を表す理論

モデル,線形バネによる型枠の拘束効果およびコンクリートブロックあるいは地盤との境

界面特性を表すモデル全てのモデルを集約させ,りガ(コンクリート躯体の長さと高さ

の比)や打ち継ぎ面処理の異なる大型マスコンクリート試験体に対して温度応力解析を行

い,ひずみ,応力および変形の実測結果と解析結果を比較検討した.その結果,水平境界

面モデルを導入することにより水平境界面の剥離進展現象を解析的に捉えることを可能と

し,水平境界面モデルを考慮しない解に比べ実測値に良く適合することを示した.また,

粘性および型枠の影響を考慮に入れることにより精度良く実測値を捉えることを可能と

した･さらに境界面処理やり〝が異なる全ての実験ケースにおいて解析値は極めて精度

良く実測値を捉えることが確認された.即ち,以上までに掲げてきた解析手法は実際のマ

スコンクリート構造物の精度良い初期変形予測に十分適用可能であることを示唆した.
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